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経済協力行政の法律問題
中 村 義 幸
1.序
経 済協力の 目的 は,一 般的 には,「 南北問 題の 解決 を図 り,ま た開発途
上 国の 自助 努力 を支援 し,そ の経 済社 会の発 展,国 民 福祉 の向上 と民生 の
安定 に寄与す るため開発途上 国に対 して,不 足す る資 本や技術 な ど を 補
い,そ の開発に協力」す る ことであ るといわ れ て い るω。 また,か つ て
は,か か る経済協 力についての国際的に も承認 された一般的 な理念や 目的
に加 えて,わ が国独 自の立場(「平和 国家」であ ること,い わゆ る 「経済大
国」 であ ること,経 済的 な対 外依存度が高い こ と,非 西欧 国家 として近代
化達成の歴 史 を有す ることな ど)に 基 づ く政策 目的を も考慮 して,「 日本
の総合的 な安 全保障を確保す るための国際 秩序構築の コス ト」であ ると考
え るべ きであ る との提言がな された こともあ った`2)。これ らを 総 合 す る
と,経 済協力 の意 義 ・目的 とは,次 の5点 に要約す ることがで きるであろ
う(3)。
① 南北間 の相互依存関係 の深 ま りを背 景 とし,開 発途上国の 自立的な
経 済発展 な くしては先進国 を含めた世 界経 済全体の安定 的な発 展は望
み得ない との認識 に基づ き,開 発途上 国の 自立的な経 済 ・社 会開発を
支援す るこ とに よって,安 定 的な望 ま しい相互 依 存 関 係 の 構 築 を 図
る。
② 道義 的な見地に立 って富 め る国が貧 しい国に富 の再 配分 を行 うとと
もに,人 道 的見地に立 って貧困や飢餓 に苦 しむ 人 々の救済 を図 る。
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③ 資源小国 であ りなが ら技 術導 入等に よって独 自の経済発 展を達成 し
たわが国の経験 を,同 様 の状 況下 にあ る開発途上 国へ伝達す る ことを
目的 とす る。
④ 自由かつ平 和な秩序 あ る国際社会を維持す ることが,貿 易立国 と し
てのわが 国の必須 の条 件であ るこ とを確認 し,か か る国際社会の構築
を図 る。
⑤ 総合的 な安 全保障 の確保 を図 る。
ところで,問 題 は,上 述 した よ うな経済協力 の理念や 目的が実際の経済
協力行政 の実施にあた って果た して実現 され ているか否かで あ る。 とい う
のは,周 知 の よ うに,わ が国の経済協力が被援助国の国民 の民生 ・福祉 の
向上や経済 の 自立的発展に必ず しも役 立っていないのでは ないか とす る厳
しい 批判があ るか らであ る㈹。
この ことは,予 算の額 または援助実績 の内実 の うえか らもみ ることがで
きる。 す なわち,わ が国は,「 経 済大国」 と しての"国 際 貢献"の 名 目で
数次にわた り援助 額 の増額 を図 り,1989年度にはその供与実績が米国を抜
いて世 界第一位 とな ったが,国 民 総生産(GNP)に 対す る比率は0.31%で
先進 国中の12位にす ぎず,し か も,こ の うち返 済義務のない贈 与の比率は
45.6%と低 く,借 款 の場 合の被援助 国側の負担 の軽重 を示す グラン ト・エ
レメソ ト(GrantElement:GE)とと もに,最 低水準にあ るといわれてい
るか らであ る。
こ うした経 済協力にかかわ る諸問題 は,こ れ まで主 として国際政 治,外
交,国 際経済 の側 面か ら分析 され て きたが,最 近では,「国際人権法」 の視
点か ら,「開発国際法」陶あ るいは,「開発 と人権」⑥ として論 じられ るに至
ってい る。筆老 も最近,「国際社会化 と人権」を論 じた際に,人 権 の国際化
のための理論的枠組の ひ とつ としての 「人権のr外 な る』国際化の公法理
論」 の一課題 として この問題が位置 づけ られ うることを次の よ うに指摘 し
ておいた。すなわち,「中央政府 に国際関係(対 国連,多 数 国間,二 国間,
対外国人)に おい て人権 の確保 のために行動す る権限 を付与 し且つ これを
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義務づけ る こと」,具体的には,「(この)権 限行使が人権確保のための積極
的 行為義務 であることを論証 し,か つその民 主的統制 のための法理や制度
を考究す る」 こ とであ るが,と くに経済協 力につい ては,「金額 にお い て
世界一 とな ったODAは,頭 初賠償に 発 し,そ の"総 合安 保"の 一環 に
位置づけ られたためか(南 北問題 を東 西問題 の視点 で処理す ること自体問
題 であ るが)そ の内容(タ イ ド,ア ンタイ ドの比率,グ ラン ト・エ レメソ
トの比率)の 問題性は もとよ り,そ もそ も国会の コン トロールや法の支配
の及ば ない領域 とされ て きたが,真 に相手国 国民の人権の拡大に資す るよ
う,r経済 協力関 係法』(仮称)等 を制定 して,一 定額以上の援助案件 につ
いては国 会の承認を要す るとか,援 助案件 の発掘か ら終 了まで人権NGO
の参加を認め るとか,い ずれに して も早急な解決が望 まれ る」 と(')。
か くて,経 済協力に関 わ る諸問題 の法学的検討は,よ うや くに して国際
法 と公法学 の対象 とな りつつあ るが,今 後 ます ますその重 要性 を高めるで
あ ろ う行政領域で あ る に もか か わ らず,行 政法学 におけ る検討は これ ま
でほ とん どな され て こなか った といって よい。その主た る理 由は,法 学 の
「非国際 的」体質や過度 の専門化 とい った一般的問題は ともか くとして,
行政法学固有の問題 として,① 国際 関係におけ る行政作用 である こと,②
外国政府 又は機関等へ の資金等 の供与 であ ることか ら行政法 の基本原理 で
あ るいわゆ る 「法律 に よる行政 の原理」(Prinzipdergesetzm5Bigen
Verwartung)一とくに 「法律 の留保」論一 の枠組(8)の中では 焦点 と
な りに くい こと,い やむ しろ①の理 由とあい まって盲点 とな って きた こと
にあ るといえ よ う`9)。そ して,こ の こととも関連す るが,実 定 の経済協力
行政の法制度 を形成す る諸法令全体の実証的分析 に基づいた議論がほ とん
どなされ てこなか った こと もまた この分野 の特徴 となってい るよ うに思 わ
れ るのである。
そ こで,本 稿においては,現 行 の経済協力行政 の体系 に基づいて,国 内
法を中心に してではあ るが,そ の関 係法令を拾い 出し,そ の特徴や問題点




経済協力には,そ の対象国 と協力範囲にかかわ って広狭二つの概念があ
る とされ る。広義にお いては,先 進国を含む世 界各国 を対象 とす る経済 ・
技 術両面を含 むあ らゆ る形態 の協力 ・援助 を意味す る。 狭義においては,
開発途上国に対す る協力のみを対象 と し,そ の 協力範囲 につ い て も,①
「資金協力」(開発資金の不足,外 貨不足を補 うための協力),② 「技術協
力」(技術水 準,人 的能力の 向上を促進す るため の協 力)の みを対象 とし,
「貿 易を通ず る経済協 力」(例 えば,一 ・般 特恵制度の供与,一 次産品に関
す る国際商 品協定 の締結,非 関税 障壁の撤廃,補 足 融資等の開発途上国の
貿易拡大 のた めの各種措 置)は 別枠 とす る。 経済協力に関す る国際機関で
あ る経 済協力 開発機構(OECD)の下部機構で ある開発援助委員会(DAC)
は この狭 義の考え方 を採用 してお りω),本稿 もこれに従 うこと に す る。
すなわ ち,開 発途 上国に対す る 「資金協力」 と 「技 術協力」のみを対象 と
して検討す るこ とに したい。
(2)協力の形態
DACは 経 済 協 力 を先 進 国 か ら 開 発途 上 国 へ の 資 金 の 流 れ(flowof
financialresources)とい う視 角 か ら とら え,そ の資 金 源 か らみ てそ れ ぞ
れ 「政 府 開 発 援 助 」(ODA=0伍cialDevelopmentAssistance),「そ の
他 政 府 資 金 の流 れ 」(OOF=OtherOMcialFrows),「民 間 資 金 の流 れ 」
(PF=PrivateFlows)の三 つ の カテ ゴ リーに 大別 す る。DACの 定 義 に
よれ ぽ,ODAと は,「 開 発途 上国 の経 済 開 発 お よび 福 祉 の 促 進 を 目的 と
し,緩 和 され た(concessional)条件 で供 与 され る」 資 金 を い う。 要 す る
に,政 府 の財 政 資 金 を用 い た 援助 で,政 府 また は 政府 関 係 実 施 機 関 に よ っ
て供 与 され,そ の 条 件 が 無 償 か も し くは 商 業 的 条 件 よ りも相 当に 緩 和 さ
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れ た ものであって,わ が 国の例でいえば,賠 償,準 賠償,無 償資金協力,
技術協力,政 府 借款,国 際機関に対す る出資 ・拠 出等が これに該 当す る。
また,00Fと は,先 進 国の政府 財政資金に よる援 助 資 金 の 流 れ の うち
で,「ODAに 含まれ ない もの,と くに 二 国間政府取引 で緩和 された条件
でない もの,あ るいは緩 和 された要素があ って も本来的 に貿易促進を 目的
とす るもの,お よび政府 ない し中央銀行に よる国際機関発行債券 の取得 で
市場条 件に よるもの」 で あ っ て,わ が国 の例で い え ぽ,日 本輸出入銀行
(以下,輸 銀 と略記す る),海 外経済 協力基 金(以 下,基 金 と略記す る)
の行な う民間の輸 出信用 や直接投資に対す る金融,日 銀 に よる世 界銀行債
券の購 入な どが これ に該当す る。PFと は,開 発途上国 に対す る純然た る
民間 資金の流れ をいい,わ が国の例 でいえぽ,輸 出信用,海 外投資,国 際
機 関に対す る融資参加(例 えば,ア ジア開発銀行債 券の買人れ など),お
よび赤十字 な どの非営利 団体に よる援助的贈与 な どが これに該 当す る とい
わ れ て い るc12)。DACのか か る分類 と定義に基づいてわが国の経済協力

































図1我 が 国 の経 済 協 力 の 形 態 別 分 類






金融機 関一多国間一 国際機関に対す る出資 ・拠 出等一




一 多 国間 一 国 際機 関 に 対 す る融 資等(世 界銀 行,ア ジア開発 銀 行,ア フ リカ開 発 銀行 等)… 日本銀 行,日 本 輸 出入 銀行
一輸 出信用 一
L.._.._._.._.....,...___....___.._._._....._,.._...____日本側 関 係企 業
一直 接 投資 」




2.形 態分類は経済協力開発機構(OECD)開 発援助委員会(DAC)に よる。




対外経済協力関係事項 の調査 ・企画 ・立案は,総 理府 の内局 であ る 「対外
経済協力担 当事務室」が担 当す る ことにな っている(総 理府本府組織令5
条)。
ところで,経 済協力行政は,そ れぞれ異 なった権限を有す る関係各省庁
(国家行政組 織法別表第一 に示 された 「府 又は省」 の うち,「 自治省」を
除 く全ての府又は省,お よび,「科学技術庁」「経済企 画庁」 等の若干 の外
局)の 協議に よって行われ る建 前 とな っているが,あ らゆる経済協 力問題
や案件 に関 して常 に緊密な協議を行な ってい るのは,外 務省 ・大蔵 省 ・通
商産業 省お よび経済 企画庁の四省庁 であ り,こ れがいわぽ経済協力行政の
中核 的機 関 とな ってい る。 ここでは,各 々の省庁の設置法(い わゆ る組織
規範)か らその所掌事務 または権限の範囲 につい て簡単 にふれてお くこと
にす る。
まず,外 務省は,「外 交政策上 の経済協力(技 術 協力を含む。 以下 同 じ)
の推進お よび本邦か らの海外投資に関す る利益の保護」 に関 して必 要な措
置を とる(外 務 省設 置法3条3号,4条17号)。
大蔵省 は,国 の財 務 と金融に関す る行政事務を遂行す る任 務を有 し,賠
償や在外資 金その他の在外資産に関す る財務を管理す るとと もに,経 済協
力関 係の金融機 関を監 督す る(大 蔵 省設 置法3条1号,3号,4条32号,
40号)。
通 商産業省は,通 商経 済上の国際協力を推進 す る任 務 と,こ れ に必 要な
措 置を とる(通 商産業 省設置法3条1号 の2,4条19号)。
経 済企 画庁 は,長 期経 済計画の策定 お よび推進 の任務 と,こ れ に必要な
関係 行政機 関の事務の総合調整を行 う(経 済企画庁設置法3条1号,4条
13号)。
以上が,経 済協力行政お よび政策決定に関係す る主要な行政機関の所掌
事務 また は権 限の概 要を行政組 織法 ヒの根 拠規定について簡単にみた もの
であ るが,そ の他の行政機関の経済協力関係の所掌事務 または権限につ い
ては,後 に 「資金協力」 と 「技 術協 力」 につ いて主 として行政作用法上 の
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根拠 について個別 に検討す る際に必要 な範囲で と りあげ ることに したい。
(イ)政 府 関 係 実 施 機 関(1`'
① 海外経済協力基金(OECF)
東南 アジア地域その他開発途上 にあ る海外 の地域 の産業の開発又は経 済
の安定 に寄与す るため,そ の開発又は安定に必 要な資 金で,輸 銀お よび一
般 の金融機関か ら供給 を受 けることが困難な ものにつ いて,そ の円滑な供
給を図 るために必要な業務 を行い,も って海外経済協力を促進 す ることを
任 務 としている(海 外経済協力基金法1条)。 供与 され る資金は,一 般 会
計か らの出資 金お よび資金運用部資金か らの借入金 と政府 の交付金に よっ
てお り(同 法4条,29条 の2,29条の5),監 督行政庁 は経済企 画庁 で あ
る(同 法33条)。
② 日本輪 出入銀行(EXIM)
金融 上の援助 を与 えるこ とに よってわが国 の外国 との貿易を主 とす る経
済の交流 を促進す るため,一 般の金融機関が行 う輸出入お よび海外投 資に
関す る金融を補完 し又は奨励する ことをその任務 とす る(日 本輸出入銀行
法1条)。 活動資金 は,産 業投資特別 会計か らの出資 と,資 金運用部資 金










経 済お よび社会の発展に寄与 し,国 際協力 の促進 に資す る ことを任務 とし
てい る(国 際協力事業 団法1条)。 活動資 金は一般 会計か らの出資金 お よ
び資金運用 部資金か らの借入金であ り(同 法4条,31条),監 督行政庁 は
外務 ・大蔵 ・通産 の三 省共管 とな っている(同 法38条,43条)。
④ その他政府 関係 実施機 関
アジア経 済研 究所(IDE),石油公団(JNOC),日本貿 易振興 会(JETRO)
(財)海外技術者研修協 会(AOTS),(財)海外貿易開発協会(JODC),(社)
海外 コンサル テ ィン グ企業協会(ECFA)な どが主要な ものであ る。
(ウ)主要な経済協力関係法㈹
① 国際法的性質 を有す る関係法規
例えぽ,国 際経 済法,国 際経 済組織法,ガ ッ ト(GATT),ブ レ トン ・
ウッズ協定,多 国籍企業一般協定,海 洋 法,資 源 ・一 次産品協定,投 資紛
争解決条約,経 済協力協定,政 府借款協定,友 好通 商航海条約,投 資保障












つ いては必要最少限の言及に とどめ てお きた い。
3.資 金協力行政
まず最初に,資 金協力行政 の形態図 と,こ の うち,と くに重 要な政府ベ
ースの無償資金協力手続を図2 ,3に 示 してお くことにす る。
図2わ が国の資金協力の形態
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二国間贈 与は,「経 済お よび 技 術協力のため必要な物品等 の外国政府 等
に対す る譲 与等に関す る法律」(昭和35年 法律第23号)に基づ いて行われ
る。 すなわち,同 法は,「 政府 は,条 約 その他 の国際約束に基づ く経 済お
よび技術協力のために必要な物 品,船舶,建 物その他政令で定 め る財産 を,
開発途上にあ る外国の政府若 しくはその機関,国 際連合若 し くはその専門
機関又は政令で定 め るその他 の国際機 関に対 して譲与 し,又 は時価 よ りも
低い対価で譲渡す ることがで きる。」と規定 し,開発途上国に対 して無償す
なわち返還義務を課 さないで物品等 の財産を供与す ることに一般 的な法的
根拠を付与 している。もっとも,わ が 国の二国間贈与は,「現物」供 与では
な く,「資金」供与の形態 で行なわれ ている とされ る㈹ 。 法律 に よる行 政
の原 理か らすれ ば,同 法 の規定は,果 た して 「資金」供 与の作用法上 の根
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拠法 とな りうるか 否か 疑問な しとしないが,実 務は いわゆ る侵害留保理論
によっている とされ るので"7)「資金」の交 付については予算の形式での議
決が必要 であ ることは もとよ りとして,仮 に同法の規定 の解 釈上 「資金」
を含み得ない として も,特 段 の 根 拠 法 規 を 要 しな い とされたのであ ろ う
か。この問題 は,次 の援助 の可否を判定 す る際 の 「要件」とのかかわ りで,
改めて言及 す るこ とに したい。
(イ)種 類
現 行(1992年1月現在)の 無償資金協力 の種類(形 態)に は,図2に み
られ る よ うに,① 賠償,② 準賠償,③ 一般 無償資金協 力,④ 水産無償資金
協力,⑤ 文化無償資金協力,⑥ 災害(緊 急)無 償資金協 力,⑦ 債務救済無
償資金協力,⑧ 経済構造改善支援無償資金協 力,⑨ 小規模 無償 資金 協力,
⑩KR食 糧援 助,⑪ 食糧増 産援助,⑫ 為替基金拠 出,の12種類 があ る。 こ
れ らの種類 及び その名称は,法 令上 明文 を もって規定 され ている もの では
な く,前 記法律 にいわゆ る 「条約 その他 の国際約 束」 の種類 ・内容に よっ
て この よ うに呼ばれ て きた ものであ って,も とよ り固 定 的 な もの で は な
い。例 えば,① ②は,ア ジアの開発途上諸 国 との賠償協定 又は これ に準ず
る協定 に基づ くものであ り,⑩ は,い わゆ る ケネデ ィ ・ラウン ドでの合 意
を受 けて締結 された1967年の国際穀物協定 に基づ く食糧援助 規約 の呼 称 ・
内容に基づ くものであ り,⑦ は,国 連 貿易開発会議(UNCTAD)の 第9
回特別 貿易開発理事会(TDB)第3会 期決議165号に,⑫ は,国 際通貨 基
金(IMF)の 勧告 にそれぞれ基 づ くものであ る。 この よ うに,無 償資 金協
力 の種類(形 態)や 内容は,特 定の内容を もった 「条 約 そ の 他 の 国 際 約
束」 の種 類 と内容 に よって分類 され てお り,か か る特定 の内容 を有 しない
わ が国 と個 々の開発途上 国 との間 の援助 協定(通 例は 「日本国 と○○国 と
の間の経 済 ・技術援助協定等 の名称 で呼ぽれ る公換公文)に 基づ くものを
総称 して,③ の一般無償 資金協力 と呼んでい るのであ る。 なお,① は1976
年7月 の ブ イ リピソに対 す る供与,② は1977年4月の ビル マ(ミャンマー)
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に対す る供与を もって終 了し(18),⑫の よ うに制度は あって も1976年以降
は現在 まで実績 のない もの もある。
(ウ)要 件
一般 無償資金協力以外 の無償資金協力 につ いては,各 々の 「条約その他
の国際約束」 に規定 された要件 に従 って決定 され る。 したが って,国 内法
上は,こ れ らを 規律す る明確 な要件 は何 ら存在 しないとい って よい。そ こ
で,毎 年度及 び累 計の実績にお いて も無償資金協力 の約半分を 占め る一般
無償資金協力 の要件 につ いてみ てみ ることにす る。 ところが,こ こで も,
そ の要件を具体的 に規定 した 国内法令 は存在せず,わ ずかに,次 に示す よ
うな外務省の作成 にな る 「援助実施 の判定基 準」 と 「援助実施の際 の諸条
件」に よって決定 されて いる といわれ てい るロ9}。
(a)「援助実施 の判定基準」
(イ)援助 対象国 ・地域
原則 として,相 対的に開発 の遅れ てい る開発途上国に対す る援助 を重視
す るが,特 に 「後 開発途上国」(LLDC),「石油危機 で最 も深刻 な打撃を
受けた諸国」(MSAC)を 重視す る。 た だ し,GNPが 比較的高い開発途
上国 であ って も,相 手国 の重要度,わ が 国 との二国間関係等の政 治的 ・外
交的配慮,お よび当該 プ ロジ ェク トとわが 国の実施 してい る技 術協力 との
関連な どの諸 々の要素を考慮 し,特 に実施が必要 と判断 され る場合 にはそ
の国を対象 とす る ことが できる。
(口)対 象分野
医療 ・保健,教 育 ・研究,農 業,民 生 ・環境改善等,通 信 ・運 輸等の各
分野に属 す るものであ って,建 物等 の建設を伴 うプ ロジェ ク ト並びに資機
材お よび設備の供与のいず れか一方又は双方の案件であ り,経 済的 収益性
が低 く,相 手国政府が独 自では建設 し得ない案件で あ る こ とを 原 則 とす
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る。 ただ し,現 にわが国が行 ってい るか,又 は今後の実施が見込 まれ る技
術協力(JICAを 通 じての技術協力)と の関連があ る案件,さ らには,蔽
治的 ・外 交的観点か らわが国 との友好関係の象徴 とな り,わ が国 の イメー
ジア ップ効果が期待で きる案件が重視 され る。
(b)「援助実施の際の諸条件」
(イ)実 施期 間の制限
単年度 予算制度(憲 法86条,財政法11条)に基づ き,単 年度 で交換公文
の締結か ら契約を経て支払いが完了す る案件 であ る こと。 た だ し,「繰越
明細費」 の制度(財 政法14条の3,42条,43条)に よって1年 に限 り延 長















(ハ)援 助対 象物資 ・役務の調達先
援助資 金に よる物資 の調 達先を,① 日本 国の生産物 お よび 日本国民 の役
務 に限定 す る(タ イ ド),②被援助 国のそれについても認め る(ロ ー カ ル
ァ ンタイ),③第 三国につ いて もこれ を認 め る(第 三 国 アソタイ)か 否か












(ホ)相 手 国政府 が とるべき措置
援助 形態に よって も異 なるが,最 も一般的 な建物 ・施 設の建 設の場合 を
例 に とると,① 用 地の確保 と整地(基 礎 工事部分は援 助 の対 象 な の で除
く),②用地 までの付随的施設(配 電 給排水,電 話線 の 架設な ど)の 提
供,③ 資機材 の速やかな通関 と陸.ヒ輸送の確保,④ 日本 人関係者に対す る
関税,内 国税その他 の財 政 課 徴 金 の 免 除(所 得税な どの直接税は もちろ
ん,国 内税法上 の全 ての税 の免除を原則 として必要 とす る),⑤ プ ロジェ
ク トを完成 させ るに必要な資金の うち,わ が国か らの贈与部分を除いた他
の全て の経費 を負担す る用意があ るこ と,な どが要求 され る。
さて,こ の よ うな援助 案件 判定 の諸々の 「要件」か らどの ような問題が
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指摘 され るであろ うか。
まず第一に,無 償資金協力は,わ が国政府 が相手国政府 に単 に資金を直
接贈 与す るとい った イメージで とらえ られてい るが,こ れ とは全 く異な る
ものである ことが理解 で きよ う。す なわ ち,政 府間 では交換公文が締結 さ
れ るが,そ れ以前 に,JICAに よる施設等の建設計 画 の 基 本 設 計 が な さ
れ,こ れ と同時平行的 に 日本企業 に よる契約(請 負契約)交 渉が始 ま り,
(b)の(ロ)によって,相 手国政府は,図3の(9)にあ るよ うな 「入札」 とい う形
式 は踏 む ものの,日 本国民又は 日本国の法人 との間 の契約 を強制 され る。
次 に(b)の(ロ)㈲すなわち,図3のal)の「契約 の認証」 は,交 換公文 との整合
性をチ ェックす るための手続であ るが,同 時 に,当 該契約が 日本国民又は
日本法人 との間に締結 された ものであ るか ど うか もチ ェ ックす るために行
われ るのであ る。 そ して,(b)の(;)すなわ ち図3の(12}は要す るに,日 本国 内
の 日本の外国為替銀行に開設 された相手国政府 の口座に 日本国政府が資 金
を振込み,そ れを 日本 の落札 した企業が 「支払授権書」を提示 して引 き出
し,資 機材を購入 して 「輸 出」す る ことである。仮に(b)の内にあ るタイ ド
のケースの場合,当 該建設事業か ら生ず る利益 のほ とん ど全ては,日 本 国
内の企業 の 口座 に残 る とい うことにな る。 また,当 該建設事業に要す る資
機材や 役務の全 てを相 手国を含む外 国のそれに よって調達 した と し て も
(かか る場合は,(a)の(イ)とくに(ロ)の基準 との関わ りでほ とん どあ り得ない
はず であ るが),いわゆ る 元請企業 としての利 益は十分 に確保で きるし く
み とな ってい るのであ る。 さらには,図3の{1)の「相 手国政府 よ り要請」
に よって公式 の手続 が開始 され るこ とにな っているが,非 公式 には 「行政
指導」 に よって 日本企業 に援助 案件を発掘す るよ う 「要請」 してい るのが
現状 であ る とい う。そ して更に,(b)の岡にあ るよ うに,民 間ベ ースでの企
業進 出や請負 とは比較に ならないほ どの"特 典"が 得 られ る の で あ る。
rrODA=政府 開発援助 』 とい うビジネス」 といわれ る所 以であ る。
第二 に,上 記 の 「要件」か らは,相 手国国民の福祉や民生の向上 よ りも
む しろ 日本国,日 本企業 の利益や イメージ ・ア ヅプの確 保が第一 の 目的で
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あるか の よ うに読み取れ るが,日 本国憲法の理念であ る 「民主」 「平和」
「人権」 の価値 を見い 出す こ とは できそ うもない とい うことであ る。
(¢)いわゆ る 「援助 実施 の四指針」 につ いて
口本の援助資金 の著 しい量的拡大がみ られ るなか で,上 記 の第二に指摘
した よ うな援助 のあ り方に対 しては 国内にお いて も又被援助 国を含め た諸
外国か らも批判が高ま って きた。 そ こで政府は,1991年4月,「発展途上
国の軍 備支出等 とお が国政府開発援助 のあ り方 につ いて」(20)と題す る,い
わゆ る四指針を まとめた。すなわち,
r1}わが国の政府 開発援助は,発 展途 上国の貧困,飢 餓 等の諸問題 を看
過 し得ない とい う人道的考慮及び発展途 上国の安定 と発展が世 界全 体
の平和 と繁栄に とって不可欠 とい う意味での国際社 会の相互依存性 の
認識に立 って実施 してい る。
(2)しか るに,湾 岸情勢 の一連の動 きの中で,発 展途上国 の軍備のあ り
方,軍 備管理 ・軍縮に 関す る国際的努力 の一層 の推進の必要性等が 内
外 において注 目を集め るに至 り,こ れ らに関連 してわが国援助のあ り
方 につ き,そ の基本的考 え方を 明 らか にす るこ とが重要 と 思 料 さ れ
た。
〔3}従って,今 後,わ が国政府開発援助 の実施 に当た っては,上 記 の従
来か らの考 え方を踏 まえ,
① 発展途上 国は,自 らの経済 社会開発 のた めに 自国の資 金,人 材そ
の他の資源 を適 切かつ優先的 に配分 し,活 用す る ことが望 まれ る と
の観点か ら,被 援助国におけ る軍事 支出の動 向
② 国際社会におけ る核兵器等 の大量破壊兵器及 び ミサ イルの不拡散
　 　 　 り ぼ コ ロ 　
努力を強化す るとの観点 か ら,被 援助 国におけ るこれ らの兵器 の開
　 　 　 　 　 　 ロ
発,製 造等の動向






　 　 　 　 　 　 　 　 の ゆ 　
本的人権及 び 自由の保証状 況
とい った諸点に対 し,十 分注意 を払 いつつ,二 国間関係,被 援助国 の
置 かれた安 全保障環境 も含め た国際情勢,被 援助 国の ニー ズ,被 援助
国 の経 済 ・社会状況 等を総合的 に判断す る。」
としている(傍 点筆者)。これ らはあ くまで も政府 部内 のく指針 〉に す ぎ
ず,も とよ り法的拘 束力を もつ ものでは ないが,わ が国の政府 開発援助 に
おいて初めて,① 軍 事支出,兵 器 の開発 ・製造,武 器 の輸出入の状 況 とい
った 「平和」に関わ る要件 と,② 民主化 の促進,基 本的人権及び 自由の保
証状況 とい う 「民主」 「人権」 に関わ る要件 が示 され た ことは,そ の評価
は,な お,実 際の運 用を見てか らでない と下 し難い とはい うものの,一 応
評価 されておいて よいであ ろ う(21)。
(d)行 革審部会報告書 と 「ODA大綱」
その後,臨 時行政 改革推進審議会(第 三次行革審)の 「世界 の 中 の 日
本」 部会は,政 府 開発援助(ODA)に つ いて,そ の理念 を 明確に し,地
域 ごとの援助方針な どを明記 した 「大綱」の策 定を求め る報告書を行革審
会長に提出 した。
報告書では,こ の 「大綱」 に基づいて,① 中期 目標の策定 と毎年度 の達
成状 況の公表,② 年次方針の作成,③ 援助 効果 の向上,④ 案 件 の標準処理
期間の設定,⑤ 情報公開の ガイ ドラ インの作成な どが求め られ てい る よ う
であ る(22)。
なお,総 務庁行政 監察局に よる昭 和62～63(ユ987年～88年)にかけての
行政監 察の結果 も公表 されてい るが,そ こでは援助 の基本理念や案件判定
の 「要件」 をめ ぐる問題 よ りもむ しろ,援 助 の 「効果的 ・効率的実施」 の
ため の改善勧告がな されてい るよ うであ る⑳ 。
177
(エ)関 係機関設置法等
無償資金 協力の主務官庁 は外務省(経 済協力局経済協力第二課)で あ る
(外務 省組織令28条 の2)。 同省は,案 件 の内容に よって,農 水省(同 省
設置法8条14号),通産 省(同 省設置法8条8号),建 設省(同 省組織令8
条5号)等 の関 係機 関 と協議す る。
また,無償 資金協 力の実施 の促進 に必要な業務は国際協 力事業 団(JICA)
が担 当す る(国 際 協力事業団 法21条1号ホ,同 業務方 法書11条 の2)。無
償資金協 力の大半が既 に 「要件」 でみた とお り,技 術 協力 と関連 づけて供
与 され ているた め,契 約締結 前に 必要な 資料 を得 るた めの調査(「基本設
計調査」 また は 「特別案件調査」 と呼ぽれ る),あ っせ ん,連 絡 その他 の
必要 な業 務をJICAに 担当 させ ることに した よ うで あ る(24)。(JICA内
の担 当部局 は,「無償資金協力 部」)。
(2)政府直接借款(円借款)等
(ア)根 拠 法
わが国は,経 済協力開発機構(OECD)に 加盟 し,「経済的先進国が経
済的発展 の途上に ある国 を全力を尽 して援助 するために協力 しなけれ ばな
らず」,その 目的 のために 「適当な方法に よ り,特 に,こ れ らの国へ の資
本 の導入 に よ り,個 々に,お よび協 同して,こ れ らの国 の経済的発展 に貢
献す る」義務を負 っている(同 条約 前文お よび2条(e)項)。円借款 は,か
か る 目的のための援助 の うち,DACの 定義 に よれぽ,① 政府部 門におい
て行われ,② 開発途上国の経済開発と福祉の向上に寄与することを主たる
日的 とし,③ 緩和 された条件 〔(グラン ト・エ レメン ト=GE:GrantEle-
ment)(25)が少 な くとも25%であ ること〕で供 与 され る ものをい う。
円借款は,通 例 では,わ が国政府 と当該開発途上国政府 との間の円借款
供 与に関す る交換公文(円 借款協定)の 締結 に基づ き,基 金又は輸銀 と当
該借 入国政府 との間 の 円貨建ての 貸付契約(L/A・=LoanAgreement)
を締 結す る方式 で供与 され る(基 金法1条,輸 銀法1条 参照)。
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(イ)種 類
(a)プ ロジ ェク ト援助(借 款)
基金は,「東南 アジア等の産業 の開発 に寄与 し,か つ,本 邦 との経済交
流を促進す るため緊急 と認 め られ る事業(以 下,「 開発事業」 とい う)の
ために必要な資金 を貸 し付け ること」(基金法20条1号)が できる。 ただ
し,「その開発事業 につ き日本輸出入銀 行お よび 一般 の 金融機関か ら通常
の条件 に よ り資 金の貸 し付 けを受け る こと又は基金以外 の者か ら出資を受
け ることが困難 であ る場合 であって,し か もその事業計画 の内容が適切 で
あ り,そ の達成 の見込みが あ ると認 め られ る場合」(同法21条)で なけれ
ぽな らない。
また,基 金は,「 開発事業 の準備 のため調査又は 開発事業の試験 的実施
のために必 要な資 金を貸 し付け ること」(同法20条3号)も で きる。 これ
は,プ ロジェク ト援助 の一 形態 として 「プ リパ レー シ ョン ・ローソ」 と呼
ばれ る。
また,輸 銀 法上に も直接借款 に 関す る 規定が あ るが(同 法18条1項3
号,8号),1975年6月以降の新 規円借款 に つい てはすべ て 基金が実施 し
てお り,当 該規定 は直接借款 に限 り死文化 してい るとみ て よい(26'。
(b)商 品借款
基金は,「東 南 ア ジア等 の地域 の経済 の安定 に寄与す るため緊急 と認 め
られ る物 資の輸 入について,当 該地域 の外 国政府(外 国政府機 関を含む)
に対 して 当該輸入 のために必 要な資金(開 発事業 のために必要 な資 金を除
く)を 貸 し付け ること」(基金法20条4号)が できる。た だし,「当該 輸入
につ き日本輸出入銀行お よび一般の金融機関か らの通常 の条件に よ り資金
の貸 し付け を受け ることが 困難 と認 め られ る場 合」 であ って,し か も 「当
該 輸入に係 る経済 の安定 に関す る計画の内容が適切 であ り,そ の達成の見




輸銀は,「本邦の輸出入市場 の開拓 若 し くは確保 又は 外国 との 経 済交流
を促進す るため本邦か ら設備等の輸入又は技術の受入れを した者で 当該輸
入又は技術 の受 入れに よ り本邦法人又は本邦人に対 して債務を有す るもの
におい て当該債務 を履行す るこ とがそ の者 の居住国(中 略)の 国際収支上
の理 由に よ り著 し く困難 である場合にお いて当該居住国 の政府,政 府 機関
又は銀行 に対 して当該債 務の履行 の円滑化 を図 るために必 要な資 金を貸 し
付 け ること」(輸銀法18条9号)が で きる。 これ は,新 規借款 の供与に よ
って原債務 を返済 させ る方法であ って 「再融 資」(リ フ ァイナ ンス)と 呼
ぼれ るが,他 に も債務救 済の方法 として,既 存債務 の支 払いが困難 とな っ
た場合 にその返済 期間を延 長す る 「繰延 べ」(リス ケジ ュール)が あ る。 か
か る方法 に よる債務救済については輸 銀法や基金法上明文規定 が存在 しな
いが,自 己の債権の返 済期間の繰延 ぺを行 うことは,契 約 の更改にほか な
らないの で,明 文規定 がな くと も当然に行 い うる もの と解 されてい る⑳ 。
(d)(食糧援助)米 延払 輪出
無償資金協力 とは別に,食 糧管理法7条1項 及び 「外国政府 等に対す る
米穀の売渡 しに関す る暫定措置法」等の法律に基づ く,日 本米の延払輸 出
又は現物貸与 の方式であ るが,1984年以降 の実績はない(28)。
(ウ)要 件
ここでは まず,円 借款 手続 の フローを図4で 示 してお くことにす る。
円借款 の対象案件は,前 述 した ところにおいて も若干示 され ていたが,
このほかに も,例 えぽ,借 款 で得 た資金 で購入 しようとす るものが,① 軍
事協力に結びつか ない もの,② 船舶 ・航空機等でない もの,③ 奢修 品 ・消
費物資的性格を もたない もの,④ 開発優先度が高 く,⑤ わが国 との友好 ・
親善に役立ち,⑥ プ ロジ ェク トとしての実現可能性(フ ィージ ピ リテ ィ)
が高い もの等 の一般的要件があ る とされてい るが,こ れ らは もちろん法令
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図4円 借 款 手続 きフ ロ ー
















































































↓倒 貸 付 実 行
出典:通 産省 『経済協力の現状 と問題点』1991年版148頁
上の要件 とはなって いない。 もっと も,借 款の基本的条件 である金利や償
還期間等につ いては,基 金の貸 し付け条件(基金業務方法書6条)や 輸銀 の
それ(輸銀業務方法書20条)に従 う必要があ る。なお,輸 銀 は外 国為替お よ
び外国貿易管理上 の 「銀行」とみ な され てい る(輸銀法21条)ので,相 手 国
に対す る資金の支払 いについては主務大 臣の許可を要す る(外 為法16条)。
さらに,個 別的要件についてみ ると,リ ファイナ ンスにつ いては輸銀法
上 明文を もって要件が規定 されてい るが(同 法18条 の2第3項),そ の他
の借款 方式(と くにプ ロジ ェク ト援助,商 品援助)に ついては前述 のよ う
に,基 金法21条にか な り大枠 の要件が規定 されてい るにす ぎない。
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(エ)関 係機関設置法等
円借款案件の決定 については,図4の(3)にあ る よ う に 外務 ・大蔵 ・通
産 ・経企 の四省庁協 議体制が とられ てい る(各 省庁組織 令参照)。 実施機
関 としては基 金 と輸銀(但 し,1975年以降は実績がない ことは前述 した)
が あ るほか,と くにプ ロジェク ト援助 について は技術協力 と密接な関連 が
あ るため一部の業務をJICAが 担 当す る。す なわ ち,JICAは一定 の 要
件(事 業団法22条)の下 で開発事業及び試験 的事業 であ って政令 で定め る
ものにつ いては,資 金 を貸 し付け又は債務を保 証 し,あ るいは これ に必要
な調査を行 うこととな っている(同 法21条1項3号)。
(オ)直 接借款(円 借款)の 問題点
円借款は,無 償資金協力 と輸出信用 の中間形態 にあ るもの と して,こ の
両者に対 し,① 多様な開発 ニーズに対す る弾力的 かつ的確な資金提供が可
能であ る こと,② 輸 出信用 よ り大幅に緩和 され た条件 で,無 償資金協力 よ
りも一件 当 り多額 の資金供 与が可能な こ と,③ 無償資金協力が単年度主義
であるのに対 して多年度 にわた って支 出され るため,長 期の事業 が可能 で
あ る ことな どが特徴であ るといわれ ている(29)。
しか しなが ら,①4省 庁間の連絡調 整 システムが うま く働 いていない こ
と,② 基 金には主要分野についての案 件選定 のガイ ドライソがあ るが,環
境への 影響等 の重要な問題について統 一的な審査 マニ ュアルが作成 され て
いない こと,さ らには,4省 庁間で共通の基本的方針 となるガイ ドライン
が必要 なはず であるが,こ れが作成 されていない こと,③ 相手国に よる要
請手続や添付書類,記 載事項等が十分周知 されていない こと,④ 審査期 間
が 長す ぎる案件 があ ること,⑤ 途中 で中断 してい る案件 があ る こ と 等,
「効果 的 ・効 率的実施」 の観点 か らみ て諸々の問題が指摘 され ている⑭ 。
しか しなが ら,筆 者 としては,こ れ らの 「効果的 ・効率的実施」 の重要
性 を認めつつ も,よ り重要な ことは,こ れ らの借款に対 して も や は り,
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「平和」「民主」 「人権」 とい う日本国憲法の基本理念に沿 った審査基準が
設定 され るべ きである とい うこと,さ らには,開 発に よる環境悪化を防止
す るため に 「環境影響評価」 を事前手続 として義務づけ ること な ど で あ
る。 さらには,援 助 の 「質」の問題があ る。 わが 国は,DAC加 盟 諸国の
中にあ って,1988年実績 でみ ると,総 額 において米国に次いで2位 であ っ
たが,総 額 中の無償 資金協力資金 の割合 では60.7%で18位(但し1986年実
績),こ こで問題 としている円借款 の 「質」すなわ ち グラン ト・エ レ メ ン
トも75.4%で18位(1987年度実績)と いずれ も最下位 とな ってい ることな
のである(図5参 照)。
③ 国際機関に対する出資 ・拠出等
これは,種 々の国際的な援助機関 に対 してわが 国政府がそ の活動資金を
出資又は拠 出す る ことに よ り,開 発途上国に対 して間接的 に資金協 力をす
る形態であ る。DACの 指 示す る経 済協力に直接関わ る 国際機関 と し て
は,① 国際連 合 グル ープ 〔国連開発計画(UNDP),世界食糧計画(WFP),
世 界保健 機関(WHO),国 連環境i基金(UNEF),な ど〕,②世 界銀 行 グル
ープ 〔国際復興開発銀行(IBRD=いわゆ る世銀),国 際開発協 会(IDA=
いわゆ る第二 世銀),国際金融公 社(IFC)の三機関〕,③ 地域 開発及 び特
別基金 〔アジア開発銀行(AsDB),米州開発銀 行(IDB),アフ リカ開発
銀行(AfDB)な ど〕,④その他 国際機 関 〔国際農業 開発基 金(IFAD),ア
ジア生産性機 構(APO)な ど〕 の多種 多様な機 関があ る(31)。わ が国が加
盟 し,一 般 会計か ら出資又は拠 出 している機関 としては,前 記の世界銀行
グループの三機関 と,ア ジア開発銀 行や その他 の国際機 関が あ り,基 金や
輸銀 が こ うした国際機 関に拠 出 した り借款を供 与 した りす る場合 もあ る。
わが 国に よるこれ らの機関 に対す る出資や拠 出の法的根拠,出 資額,要
件等は,そ れ ぞれ の機 関への加盟 に伴 う措置 に関す る法律(例 えば,「国
際金融公社 への加盟 に伴 う措 置に関す る法律」,「国際開発協会へ の加盟に
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また,経 済協力 に関わ るこれ らの国際 的な援助機関 との関係 に関す る事
務は,大 蔵省(国 際金融局投資第一課)(大蔵 省設置法13条9号,同 組 織
令51条の2),外 務 省(経 済協力局国際機構課)(外務省設置法10条の2,
同組織 令26条),農水省(農 林経 済局 国際部国際 協力課)(農 水省設置法91
条,同 組織 令19条)等の関係各省庁のそれ ぞ れ の 関係部局が担 当 してい
る。
ところで,ODAの 「国際機 関に対 す る出資 ・拠出等」 に計上 され る も
のは,① 政府 に よる前記 の(1}国際連合 グルー プ及び{4)その他 国際機関への
贈 与 と,② 政府 に よる前記 の① 国際連 合 グルー プへの全部 または一 部の出
資 ・拠 出お よび緩和 された条件 での借 款をい うもの とされ ている働 。
(4)公的輸 出信用
(ア)内 容
公的輸出信用 は,DACの 基 準に よれ ば,OOFの 一形態 として,① 政
府 部門において行われ,② 開発途上国 の経済開発 と福祉 の向上に寄与す る
ことを主た る 目的 とし,③ グラン ト・エ レメン ト26%以上 で商業 ベースに
満たない範囲 内の融資条件に よる資金 の提供をいい,わ が国の場合には輸
銀ベ ースの輸 出信用 供与が これ に該 当す る。
輸出信用は,通 常,サ プ ライヤーズ ・クレジ ッ トの形態を と り,輸 出商
品 の供給者 たるサ プライヤーが 輸出代金 につ いてバイヤーに延払いの支払
条件を与え,サ プライヤー 自らは所要 の資金を金融機関か らの融資 で受け
取 る。 この場合,政 府 資金を もって運営 されてい る金融機関(輸銀 と基金)
か ら融資を受ければ,そ の融資額が輸入国に対す る政府資金の流れに計上
され ることになる仕組み であ る。す なわ ち,輸 出信用の形を とる 「政府 資
金の流れ 」の基礎には,輸 出入取引 とい う民間 ベースの商行為が存在 して
い ることが,か か る政 府資金 の流れをODAか ら区別 して,「その他政府
資金の流 れ=00F」 として分類す る理 由である。 この 点 で は,海 外投資
金融 において も同様であ り,企 業行為 として海外投資を行 う者に,公 的 金
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融 機 関 が所 要 の 融 資 を 行 う うこ とに な る(33)。
(イ)種 類
公的輸出信用 の種類 としては,① 輸出金融,② 技術提供 金融,③ 開発事
業金融 の三 種類があ る。 まず,① 輸出金融 とは,輸 銀が,わ が国の輸出業
者に対 して,わ が国で生産 された設備 等の輸 出に必要な資金を貸 し付け,
または当該資金の融資を行 った市中銀行に対 して手形 を割引 くこ とであ る
(輸銀法18条1号)。 ②技術提供金 融 とは,輸 銀 が,わ が国の輸 出業者に
対 して,外 国への技術の提供 に必要な資金を貸 し付け,ま たは当該資金の
提供を行 った市中銀行に対 して手形 を割引 くことである(同18条2号)。
③開発事業 金融 とは,外 国政府 の行 う 「開発事業」 に必要な資本財等の設
備の大部 分(70%程度)が 本邦か ら買付け られ るよ うな プロジ ェク トで,
わが国 との経済交流効果が顕著であ るものにつ いて,当 該事業に必要な設
備資金等を貸 し付け るわが国の国内業 者に対 して当該必要資金を貸 し付け
る ことであ る(同 ユ8条8号)。
(ウ)要 件⑭
(i)融資対象設備 ・技術等
①本邦の輸出 入市場 の開拓又は確 保に著 し く寄与す る本邦で生産 された
設備お よびその部分 品,付 属品又はその他の製品(同18条1号),② 本邦
の輸出入市場の開拓若 し くは外国 との経済交流 の促進に寄与す ると認 め ら
れ る技術(同2号),③ ② と同様 の 目的のための 外国におけ る事 業,物 資
の輸入,技 術の受入れのための長期 資金(同8号)で あ ることが必要であ
る。
(ii)与信 のための一般原則(同 法18条の2第1項 及 び業務方法書3条)
①補完金融の原則一 補完の範囲は広 く,単 独融資の よ うな金融制度上
の補完 も含 まれ るが,一 般に,「銀行が通常 の条件に よ り資金 の供給 を 行
うことが困難」 であ るこ とが前提 とな る。② 回収確実の原則一 貸 し付け
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DACの 基 準に よってOOFに 分類 され るわ が国の海外投 資金融の種類
と しては,① 基金 に よるもの,② 輸銀 に よるもの,③ その他海 外投 資協力
財 団(OFCF)や 金属鉱業事業 団(MMAJ)等 の関係機 関に よるものが あ








出資で きるための要件は次の三点が 全て充 たされた場合 であ る。すなわ
ち,① 当該 「開発事業」 につ き,基 金以外 の者 か ら出資を受け る ことが困
難 である と認め られ る場合(同21条1項1号,業 務方法 書7条1号),②
当該 「開発事業」が特に必要 であ り,か つ貸 し付けに代えて出資 しなけれ
ぽ,事 業 の遂行が著 しく困難 であ ると認め られ る場合(同 業 務方法書7条
2号),③ 当該 「開発事業」に関わ る事業計画 の内容が適切 で あ り,そ の
達成の見込みがあ ると認め られ る場 合(同 法21条1項2号,同 業 務方法書
7条3号)で あ る。なお,① の要件に該 当す るか否かの判断に あ た っ て
は,輸 銀その他関係機関の意見 を徴す る もの とされてい る(同 業 務方法書
8条)。 また,出 資は原則 として株式 の引受け,払 込みの方法に よること




輸銀 は,「本邦の輸 出入市場の開拓 若 しくは 確保又は 外国 との経 済交流
を促進す るため本邦法人又は本邦人に対 して海外投資に充て られ るべ き資
金」を貸 し付け ることがで きる(輸 銀法18条5号)。 この規定 に基づいて
貸 し付け ることのできる資金は,① 出資 ・株 式取得 ・設備等の貸与のため
の必要資金,② 本邦投資者の出資 にかか る外国法人に,別 途 出資 しよ うと
す る外国のパー トナーに対 して当該出資払込金を貸 し付け るために必要 な
資金,③ 本邦投 資者が 出資その他 の方法 に よ り(例 えば,経 営 委託契約),
経営を実質的に支配 してい る外国法人 に貸 し付けを行 うに必要 な資金,④
もっぱ ら海外投資を 目的 とす る本邦法 人に出資す るために必要 な資金,で
ある(海 外投資金融1)。
輸銀は,同 様の 目的 のために,「外国政府 等に対 して本邦法人又は 本 邦
人 の出資(株 式所有を含む)に 関わる外国法人 に出資す るために必要な資















政府 関係機 関に よる市場 条件 の国際機関取引であって,① 国際機 関発行
債権の取得,② 市場 条件に よる国際機関に対す る借款,③ 国際機 関が開発
途上国に対 して供与す る借 款の参加証書 の購入な どがあ る。IMFと の資
金取 引お よび国際機関に よるDAC加 盟国に対する借款(元 本返済 を 含
む)は,当 該区別に含 まれない もの とされ てい る㈹ 。
その具体例 としては,日 本銀行(日 銀)と 輸銀に よるもの とがあ る。 ま
ず 日銀 は,「国際金 融取 引上必要 ア リ ト認 ムル トキハ主務 大臣 ノ認 可 ヲ 受
ケ外国金融機 関二対 シ出資 ヲ為 シ若ハ資金 ヲ融通 シ又 ハ外国金融機 関 ト為
替決済 二関スル取 引 ヲ為 ス コ ト」がで きる(日 本銀行法24条)。また,輸
銀は,外 国政府若 し くは外国の銀行その他の金融機関に対 し,本 邦外にお
いて行 う事業若 し くは当該外 国への物資の輸入,技 術 の受入れに必要な資
金を貸 し付け ることがで きる(輸 銀法18条8号)。 日銀又は輸銀に よる貸
し付けの中心は世銀に対す るものであ るが,こ の他に も,例 えば,米 州開
発銀行(IDB),アジア開発銀行(AsDB),アフ リカ開発銀行(AfDB),
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中米経済統合銀行(CABEI)な どに対す る もの もある。
(7)民間資金協力
(ア)輸 出信 用(延 払輸出)
経済協 力上 の輸 出信用 とは,通 常 の輸 出代金決済手続の便宜上 の考慮 か
ら認 め られ る短期 の支払猶予(ユ ーザ ンス)を 超えた延払い を 意 味 し,
DACの 定 義に よれぽ,1年 を超え る延払期 間を内容 とす る支払条件信用
を意味 している(31)。信用供 与先の違 いに よって,「サ プライヤーズ ・クレ
ジ ッ ト(supPlyer'scredit)」「バイヤーズ ・クレジ ヅ ト(buyer'scredit)
「バ ン ク ・ローン(Bankloan)」の三形態 があ るが,通 常は 日本側輸 出
業 者に信用 を供与す る 「サ プライヤーズ ・ク レジ ッ ト」 の形 を とる。要す
るに輸出貨物代金 の受領を返済金 とす る生産 ・流通 の各段階にわた る金融
の ことであ るが,後 述の よ うに,「 標準外 決済」 として,政 府の承認を必
要 とす る点 で,単 な る私人間の取引 と異 ってい る。
ところで,延 払 いは,輸 出代 金の全額が1年 を超 える期間支払 いを猶予
され るわけ では な く,通 常 は,頭 金(downpayment)の前払 い と組み合
わ され て,延 払い部分 の支払い につい て 「取消不 能信用 状」 または 「取消
不能銀行保証状」 が用 い られ る。 この延払輸 出金融は,輸 銀 と一般 の市中
銀行 との協調融資 に よって行われ るのが原則 となってお り,そ の割合 は,
輸銀7～8割,市 中銀行2～3割 とな っている といわれてい る(38)。また,
この場 合には,輸 出代金保険(輸 出保険 法第3章 参照)を かな らず 付けな
けれ ぽな らない ことにな ってい る(39)。
延払 いの条件につい ては,OECDの ガイ ドラインがあ り,か つ この取
引には政府 及び輸銀 との事前の相談(行 政指導)が 必要 とされてい る。
このほか,中 小企業 金融公庫は,同 公庫法2条 所定の中小企業 者が,海
外の輸入業者 との間 に耐 久消費財及び部品,小 型産業機械部品等について
長期 の輸 出契約を結 び,そ の契約履行 のために新たに相当額 の設備投資を
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必要 とす る場合には,当 該設備 資金を貸 し付け る ことがで きることにな っ
てい る(中 小企業金融公庫法1条,19条)。
なお,公 的輸 出信用 の項でみた通 り,民 間資金協 力の場合 で も あ っ て
も,外 国為替お よび外国貿易管理 法上の 「標準外決 済」 に該当す るため,
通産大臣 の許可 を必要 とす る(外 為法17条,外為令7条1項,輸 出貿易管理
令1条1項3号,標 準外決済方法に関す る省令2条,3条)(4e)。また,輸 出
信用 を取 り扱 うことので きる銀行は,外 国為替公認銀行 に限 られ ている。
(イ)直 接投資等
直接投資等の一 般的分類 としては,① 長期投資 と短期 投資,② 直接投 資
と間接投資,③ 商業等の投資な どがあ るといわれ てい るが,海 外投資に関
す る法的規制は,外 国為替お よび外国貿易管理 法(外 為法)に 根 拠を置い
てお り,海 外投資を行お うとす る者は,同 法に基づ く主務大臣の許可又は
承認 を受けなければ ならない(20条,21条)。海外投資 には,同 法上 の分
類 に よれ ぽ,① 証 券取得(20条5～7号),② 債券取得(同1～4号),③
不 動産取得(同8号),④ 支店(同9号),⑤ その他政令 で定め る ものの5
種類があ るが,こ こでは,海 外投資の中心的手段であ る① と② の うち,①
の証券取得についての要件 等についてみ てお くことにす る国)。
日本 に住所又は居所を有す る自然人お よび 日本に主 た る事務所 を有す る
法人(い わゆ る 「居住者」外為法6条1項5号)が,日 本以外の国の居住
者(い わゆ る 「非居住者」 同6条1項6号)か ら証券を取得す る行為は,
いわゆ る資本取 引の一類型 であって(外 為法20条5号),①自由に行 うこと
ので きるもの,② 事前 の届 出を必要 とす るもの,③ 事前 の届 出後取 引(投
資)の 実行 までに原則 として20日間 を待たなけれぽ な らない もの,の 三種
があ る。
居住者が非居住者か ら外貨で表示 された証券(「外貨証券」=外国におい
て支払 いを受け るこ とがで きる証券又は外 国通貨 で表示 され た証券。外為
法6条1項12号)を 取 得す る取引行為が いわゆ る投資 であるが,「対外直
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接投資」 とは,居 住者が外国法人の株式 又は出資金の10%以上に相 当す る
外貨証券を取得す る ことにな る場 合お よび既に10%以上取得 してい る外 国
法人 の発行す る外貨証券を取得す る場合,な らびにその居住者が役員を派
遣 した り長期原材料供給の関係にあ る外国法人が発行す る外貨証券を取得
す る場合をい う(外 為法22条,外国為替管理令12条6項)。
「対外直接投資」 を行 うため には事 前の届 出が必要 であ り,か つ届 出後
原 則 として20日間 は届け 出た投資を行 っては な らない(外 為法22条1項4
号,23条1項)。 ただ し,大 蔵 大臣は,そ の内容を審査 して,期 間を短縮
す ることがで きる(同23条1項)。
大蔵 大臣は,か か る届 出がなされた場 合には,国 際金融 市場 に悪 影響を
及ぼ し,又 はわ が国の国際的信用 を失 うことにな る,あ るいは国内金融市
場又は資本市場 に悪影響を及ぼ し,わ が国の特定の産業 部門 の事業 活動 そ
の他わが国経済の 円滑な運営 に悪 影響を及ぼす ことにな る,さ らには,わ
が 国が締結 した条約 その他の国際約束 の誠実な履行を妨げ,ま たは国際的
な平和及 び安全を損い,も し くは公の秩序の維持を妨げ るな どの事態が生
ず る場合 には,当 該投資 の変更又は中止を勧告 または命令す るこ とがで き
る(同23条2項,7項)。従 って原則 として届 出後20日間 以内にかか る変更 ・
中止 の勧 告がなけれぽ,そ の まま投資を行 うこ とがで きるこ とにな る。
このほか,「 対外 直接投資」 以外 の外貨証券取得 に よる投資 であ って,
①事 前の届 出だけ で行 うこ とので きる もの と,② 何 らの届 出も要 しない場
合(「指定証券会社」を通 じて行な う場 合)が あ る(同 法22条1項 主文お
よび1項2号)。 もっとも,か か る証券取得 につ いて も,国 際収支,円 の
為替相場お よびわ が国の金融 資本市場 の動 向等を配慮 して,大 蔵大臣は 当
該取引についての許可を求め させ る ことがで きるもの とされ ている(同21
条2項)。 なお,直 接投資等に対 して も当然に 「海外投 資保 険」 を付す る
ことが でき るこ とにな ってい る(輸 出保険法1条 の2第11項,14条の2～
5)。また1964年には世銀 の支援 を得 て,「国家 と他国の国民間の投資紛争
の解決に 関す る条約」 が成立 し,投 資をめ ぐる国際的紛争 を中立の立場で
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解決す るため の 「投資紛争解決国際 セ ンター」が設 置されたが,1980年6
月末 日までに裁定が下 された事 件はわずか2件 にす ぎない と報告 され てい
る(42)。
(ウ)国 際機関 に対す る融資等
非金融部門 の民間長期資本に よる場合 と,金 融 部門の民間長期資本に よ
る場合 とが ある。 まず 前者の例 としては,例 えぽ,国 際金融機関発行 の証
券を取得す る ことであ り,こ の場合新規証券発行,償 還お よび既発行証券
取 引の二種があ り,そ の実績 としては アジア開発銀行お よび世銀 に よる東
京市場 での債券発行が ある。後老 の例 としては,例 えぽ,市 中銀行 に よる
国際金融機 関に対す る貸 し付け,参 加 証書の購 入等があ り,そ の実績 とし
ては米州開 発銀 行に対す る貸 し付け お よび参加証 書の購入,ア ジア開発銀
行お よび世銀の参加証 書の購 入等が あ る。
これ らのいずれ の取引形態 も,「居住者」(民間会社,市 中銀行)が 「非
居 住者」(国 際金融機関)の 発行にな る 「外貨証券」を取得す る形式 であ
って(外 為法20条5～7号),前 述 した よ うな外為法を中心 とす る資 本取
引規制 の法令に従わなければ な らない。
(エ)非 営利団体に よる贈与
協同組 合,労 働組 合,宗 教団体等の民間の非営利 団体,あ るいは災害救
助 な どの 目的 で一時 的に設 立 された 団体が,開 発途上 国の開発援助 あ るい
は救済のために資 金等を贈 与す ることであ って,形 態 又は種 類 としては,
① 教育 ・訓練 な どに よ りその ノ ウ ・ハウの移転を 目的 とす る技術援助,②
人道的援助,③ 救済の三種 に大別 され る。なお,政 府 の補助金を受給 して
い る民間非営利団体 の贈与の うち当該=補助金分がODAの 「二国間贈与」
の項 目に計上 され る場合には,DACの 統 計上 は,当 該団体の供与総額か
ら当該補助金分が控除 され る ことにな る㈹ 。
ところで,民 間非営 利団体 に よる贈 与は,資 金 の供与,物 品 の供与,人
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の派遣 に よって行われ るが,か か る行為 も形式 的 には外 国為替 お よび外 国
貿易管理法(資 金の供与),輸 出入取引関係法(物 品 の供 与),旅券法 ・出
入国管理関係法(人 の出入国)の 規制 の対 象 とな る。 これ らにつ いては,
後述 の5.輸 出規制 との関連でふれ る ことに した い。
なお,民 間非営 利団体 と し ては,(財)海 外技 術者研 修 協会(AOTS,
(財)海外貿易開発 協会(」ODC),(社)海外 コ ソ サ ル テ ィング企業 協会
(FCFA)の三団体 を中心 に,(財)ア ジア経 営開発協力財団(FAMD),
金属鉱業事業 団,(財)国 際開発セ ソター(IDCJ),国際交流基 金,(社)




技術協力 とは,開 発途上国 の経済 ・社 会開発に向けての 自助努力を側面
的 に支援す ることを 目的 とす る ものであ るが,そ の内容や形態は,開 発途
上 国の要請 との兼ね合い もあ って きわ めて多様 な もの とな ってい る。そ し
て広義の技術協 力の形態を図示すれ ば図6の よ うになろ う。
こ うした多様 な形態の うち,最 も主要 な ものは,政 府 ベー スの技術協力
(DACの 分 類に よるODA中 のいわゆ る 「二国間贈与」 の一形態 と し
ての技術協 力)で あ り,そ の実施機i関はJICAで ある。 このほか,わ が
国 の政府関係機関が 独 自に行 うもので,必 ず しも政府 ベース とはいえない
もの としては(た だ し,DACの 分類上はODAに 含 まれ る),文部省 の
実施す る留学生 の受 入れ,農 林水産 省熱帯農業 研究所の行 って いる研究 員
の受入れや専門家 の派遣,通 産省 工業技術 院の同様の事業 な どがあ る。 こ
れ ら政府 関係 の技術協力につ いてその主務官庁 と協力形態 を事業 目的別に
分類 す ると表1の(1),(2),(3)のよ うになる。 なお,わ が 国のODAに 占
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一民 間 ベ ー スー一 研 究開発協力事業
一教 育 協 カー … 一 …… 、 外国人留学生受入事業(国 費,私 費)
一教員交流事業
出典:通 産省r経 済協力の現状 と問題点』1991年版157頁
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出所:・ 国際誘力事業 団 「奪報」,198r…・通商産業著,「経済協力の現状 と問題 点」,1981
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表1技 術 協 力 の 目的 別 事 業 の種 類(2)
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表1技 術 協 力 の 目的 別 事 業 の種 類 ㈲
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出典:(財)政策科牽研究所it-Pt一学技術研究開発の国際的展開の条件 の解明に関す る調査研究 ・本論」(政策科学研究所,57年)




て も12.7%と依然 として低水準 にあ り,今 後の改善が急務であ る とされ て
い る(45)。
次に,民 間 べ一スの技術協 力 としては,各 企業や企業 団体等が独 自に実
　 コ 　 　 　 　 コ 　 　 コ
施す るもののほか,各 種の公益 法人が政府 か らの補助金や委託 費の交付 を
受けて実施す る事業,さ らには宗 教団体が ミヅシ ョン活動 の一環 として行
うもの まで,き わめて多岐多様 にわた ってい る。
ここでは,こ れ らの多様 な技術 協力形態 の うち,政 府 ベー スの技術 協力
としてJICAの 実施す る事業 を(46),民間 ベ ースの技術協力 として各企業




JICAは,「開発途上 にあ る海 外の地域(以 下 「開発途 上地域 」 とい う)
に対す る技術協力の実施 な らびに無償資金供与に よる開発途上地域 の政府
に対す る国 の協力の実施 の促進お よび青年 の海外協 力活動 の促進 に必要 な
業務を行い,開 発途上地域等の祉会の開発並びに農林業お よび鉱 工業 の開
発に協力す る見地か ら,こ れ らの開発に必要な資金 で,口 本輸 出入銀 行お
よび海外経済協力基金か ら供給を受け る ことが 困難 な ものにつ いてその円
滑 な供給を図 り,こ れ と併せ て技術を提供す る等 の業務を行い,並 びに中
南 米地域等へ の海外移住 の円滑 な実施 に必要 な業務 を行 い,も って これ ら
の地域 の経済 お よび社会 の発展 に寄与 し,国 際協 力の促進 に資 す ることを
目的 とす る。」(国際 協力事業団 法(昭 和49年法律第62号,以下 「団法」 と
略記す る)1条)。
業 務の種類(47)につ いては,団 法21条1項,各 業 務の実施 要件につ いて
は団法22条にそれぞれ一 般的規定 があ るが,各 業務 の具体的実施につ いて
は,毎 事業年度毎に主務大臣の指示す る 「業務実施 方針」 に従わなければ
な らず(同 法23条),また業 務の実施 にあた っては,「国際 協力事業団業務
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方法書」(以 下 「方法書」 と略記す る)に 基づ く 「方法書」 を作成 し,主
務大臣の認可を受けなければな らない。業 務の種類(名 称)・内容別 の関係
の主務大臣や 団法,業 務方法書 との対応関係は表2の 通 りであ る。
ところで,上 の表に示 された(1}～個 の技術協力事業を具体的 な協力 手段
に整理 し直 す と,① 研修生 の受 入,② 専門家 の派遣,③ 資機材 の供 与,④
その他(こ れ には,(11}の専 門家養成,a3)の貸 し付け ・出資 ・債務 保証,⑭
の移 住の三 手段 しかない。)に 分類 され る。 例 えば(1}は① のみ,② は②,
(4)は① ②③ とい った具合 であ る。そ こで,以 下においては,こ の三つの手
段 毎の主要関係法令を簡 単にみてお くことに したい。
(イ)研 修 生受 け入れ業務
研修生は,1981年(昭和56年)の出入国管理及び難民認定法 の改正に伴
って新た に独立 した 「技術研修生」 の在留資格を付与 され て入国す る こと
がで きるこ ととなっていたが,1990年(平成2年)6月1日 施行 の 「出入
国管理及 び難民認定法 の一部 を改正す る法律」に よって,内 容 を一 部変更
した 「研修」(本 邦 の公私 の機 関に よ り受け 入れ られ て行 う技術,技 能又
は知識 の修得 をす る活動)の 在留資格(同 法別表第一 の四の表)で 入国 許
可 を受け る こととなった。なお,在 留期間は,「 出入国管理及 び 難民認定
法施行規則 の一部 を改正す る省令」(同年5月24日)に よって最長1年 の
在 留期間 が 与え られ る(同 令別表第三)(48)。研修生受け 入 れ の 実績 は,
JICAで約7,600人,民間ベ ースを加えて も約11,500人程度 にす ぎ な い
(1989年度実績)。 最近では,研 修中の事 故等 に対 して 労災保険 の適用が
ない ことや,「研修」の名 目で安価 な労働力 として流用 してい るの ではない
か とい った この制度に対す る問題点 も指摘 され てい るが,研 修費用 の 「融





事 業 名1 事 業 内 容1
{1)研修生受入れ1相 手国政府又は国際機関等からの要請に基づき,事業団が受:
事業1け 入れ,政府機関,民聞会社等の協力を得て実施している。研
罐 朧:呈 窮鷺 襲 霧 空オリエンテー ション洛 分野'相 手国政府又は国際機関等からの要請に基づき
,各部門にお{2)専門家派遣事
業iけ る専門技術者を派遣 して技術指導を行 う。
(3)開発調査事業i相 手 国政府の要請に基づ き,主 として建 設,運 輸及び農業等
iの部門 に関 し,調 査団を派遣 し,開 発計画の立案等を行 う。1
(4璽饗 サt!力勤聾 羅警璽轟警灘享ξ踏 禦㌶鞠
i派遣 して技術指導,研 究 開発,技 術 の普及等を行 う。
(5)機材供与事業1試 験研究,技 術指導又は普及に必要な機材を供与する。
{6}保健 医療 協力1医 療 調査団 の派遣,医 師 の長期派遣,病 院の建設,医 療機材
事業:の 供与,研 修生の受入れ 等を行 う。
{7)人ロ ・家族計i家 族計画の普及に寄与するため調査団及び専門家を派遣する
画協力事業iと ともに機材を供与する。















ピ 鵬騰 灘 　剛　 ⌒　 海外移住知識の普及,相 談,あ っせん,移住者に対する支度働 移 住 事 業1唆
の支給等。





〔1⑤受蕎 業}瀦離熱;こ纏 藷畿 講 翻 罐 ㌶ 業務
(注)(8)(9}e:ついて 「業務方法書」 は,16条～23条にわた り 「出資 と債務保証」
れ 自体 についての実施規定を もたない。 これは,「業務方法書」5条,7～IO
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団法 ・業務方法書 ・主務大臣
国 法 業 務 方 法 書 主務大臣(国 法42,43条)
21条1項1号(イ) 5条 外 務 天 臣
?
?
同(ロ) 7条 外 務 天 石
同 岡 10条 外 務 大 臣
同 ⇔ 9条 外 務 大 臣
同 の 8条 外 務 天 臣
同(イXロ)内17条,8条
同(ロ)内 7条,8条
外 務 天 臣















































外 務 大 臣
21条1項7号
21条2項
11条 外務 大 臣,農 水 大 臣,通 産大 臣
1大蔵大臣(協議)
AA
に関してのみ規定するだけで,団 法21条1項3号 内 の規定に対応す る実際の事業そ
条の規定に よってカヴァーされる とみているか らであろ う。
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め」(交 換公文 に よる)を 締結 した後,そ の他 の個別的 な専 門家 の派遣 お
よび各種調査のための専門家の派遣 は 相手国の 要請書(「A、フォーム」)
とわが 国の提案書(「B1フ ォー ム」)の相 互交付 と確認 を経 た後 にそ れ ぞ
れ実施 され る。 プ ロジ ェク ト方式 の技術協 力に お いて,「技術援助協定」
等が締結 されてい る場合 には,前 記 の 「A、」 「B1」フ ォー ムの交換や確 認
を要せずに,協 定に基 づいて派遣 され る。
JICAの実施す る技術協力のために 出国 しようとす る者には,「 公用旅
券」 が発給 され る(旅 券 法2条,4条)。 派遣 され る者の 待遇 等に つ いて
は,公 務員の場 合は,「 国際機 関等に派遣 され る 一般職 の国家公務員 の処
遇 等に関す る法律」(昭和45年法律第117号)と,同法に基づい て制定 され
た 「人事 院規則18-0(職員の国際機 関等への派遣)」が適用 され,公 社 ・
公 団等の職員,民 間企業 の社 員,自 営業者,無 職 の者につ いては給与 をあ
る一定 の上限 まで補墳す る補償制度が適用 され る《50>。なお,派 遣の 際 に
携 行す る機材 について は,相 手国政府 に無償 で供与す るもの で あ っ て,
「政府機関 の行為」 として輸 出の承認 申請 を必要 としない こ とに な ってい
る(輸 出貿 易管理令12条)。
(エ)機 材(単 独機材)供 与事業
相手国政府 の正式 な要請 書の内容を検討承認後,JICAは 調達 した機材
を指定 された コンサ イニーに直 接発送す る こと が で き る。 この場合 に も








「技術援助 契約」 とは,か つ ては,「工業所 有権 その他の技術 に 関す る権
利 の譲渡,こ れ らに関す る使用権 の設定,工 場経営に関す る技術指導 その
他 主務 大臣の指定 す るものに関す る契約」 と定義 されていたが(「外 資 に
関す る法律」3条3号),か か る定 義は外資 規制(し たが って 「技術輸 入契
約」)のみを 目的 と していた当時 の 定義 であ って,現 在では広 く 「技術輸
出契約」を含め て,「技術移 転,す なわち産業上利用 し うる技 術的知識 を
他 人に伝達 して利用せ しめ るこ とを 目的 とす る契約」 と定 義す べきである
といわれ てい る⑰ 。
技術援助契約 の対象 となる技術的知識 としては,① 特許権 や実用新 案権
の保護対象,② 技 術的 ノウハ ウ(計 画 書 ・設計図 ・模型 ・マニュアルに記
載),③ プラ ン トや機械な どの装置,④ 人 の技能 な ど,の 諸 々の形式 が あ
る。 また契約 の形態 としては,① 特許権や実用新案権の ライセ ンス契約,
② 技術的 ノウハ ウの売買契約,③ 技術的 ノウハウと人材派遣 を一体 化 した
契約,④ プラン トや機械な どの装置の売 却 ・賃貸契約,⑤ 関連企業(子 会
社,合 弁会社,系 列会祉)の 設立 と ライセ ンス契約 等があ る といわれ てい
る。 そ して,開 発途上国 との技術輸出契約については,長 年の慣行 に よ り
一定 の標準的 書式が で き上 っているが,か か る書式にいか なる内容を記載
す るかは 「契約」の性質上当事者の 白由に委 され ている(52'。
(イ)規 制 法
民 間企業に よる 「技術輸出契約」に対す る 行政庁 の 規制(規 制規範)
を,経 済協力行政 の枠組に含め るか否か は一 の問題 であるが,こ こでは輸
出規制が広 い意味 で国際間の 「協調」 を前提にな され るこ とを 前提 と して
取 り上げ てお くこ とに したい。
① 独 占禁 止法 技術を輸出 しよ うとす る者 は,不 当な取引制限又は
不 公正な取 引方法 に該 当す る事項を内容 とす る国際的 協定又は国際的契約
を しては な らない(法6条1項)。 事業者団体について も同様 で あ る(法
8条1項2号)。 技術輸 出契約を締結 した者は,当 該契約 成立の 日か ら30
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日以内に公正取引委員会 に届け 出なけれ ぽな らない(法6条2項)。 事業
者団体について も同様であ る(法8条2項)。 公正取 引委員会 は前記 の届
出を しない技術輸出業 者 に対 して届 出を命 じ,不 当な取引制 限に該当す る
事 由があ る場 合は,当 該行為 の差 止めを含めて必 要な措置を とることがで
きる(法7条)。 事業者 団体について も同様 であ る(法8条 の2)㈹ 。
② 輸出入取引法 技術を輸 出 しよ うとす る老は,仕 向国の法令に よ
り保護 され る工業所有権 等を侵害 す るよ うな輸 出取引を しては な ら な い
(法2条,3条)。 通産大臣は,当 該禁 止行為の 違反 者に対 して 戒告又は
品 目お よび仕 向地 を定 めて一年以 内の輸 出を停止 させ る ことが で きる(法
4条)(54'Q
③ 輸 出貿易管理 令 特許権,実 用 新案権 等の輸出には通産 大臣の承
認が必要 であ る(令1条,別 表第一 の211)。
④ 外国為替お よび外国貿 易管理法 投 資を含めた技術輸出契約を締
結 した場合の資金 の授受 であって,同 法20条に規定す る 「資本取引」に該
当す るときは,大 蔵大臣 への届 出又は許可を要す る(法21条,22条)(55'。
⑤ 輸 出品 デザイ ソ法 技 術輸出契 約に基づ く製品輸 出に関 しては,
政令指定品 目(同 法施 行令1条)に ついて認定機関が認定 した貨物 しか輸
出で きず(法20条),違 反に対 しては,通 産大 臣が 輸出停止命 令を発す る
ことがで きる(法39条)。
(ウ)振 興 ・促進法
① 所得税法 技術輸 出契約 に基づ く海外か らの受取対価 に つ い て
は,外 国 での課税分 を所得税 又は法人税か ら控除す るこ とがで きる(所 得
税 法95条1項,同 施行令222条1項,法人税 法69条1項,同 施行令142条1
項)㈹ 。
② 租 税特別 措置 法 工業所有権又は技術的 ノウハ ウの譲渡又は ライ
セ ソスお よび技術指導を 内容 とす る役務 の提供=「 技術海外取 引」(法21
条2項1号,4号,58条2項1号,4号)を 行 った者 は,指 定期間 内の取
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引か ら生 じた事業所 得か ら 一定額 を 控除 する ことが で きる(法21条,58
条)。
③ 輸 出保険 法 技術輸出契約(「技 術提供契 約」法1条 の2第5号)
に ついては,「輸 出代金保険」(法5条 の6の2),「 輸出保証保険」(法10
条 の2),「海 外投資保 険」(法14条の2)に 加 入 し,損 失 の補填を受け る
ことがで きる。
④ 輸出中小企業 製品統 一商標法 中小企業製品 の技 術輸 出の振 興 を
図るため,中 小企業団体に統一商標 の使用が認め られ る(法1条)。




　 　 ロ 　
引 な どのいわゆ る国際取 引の形態を と り,こ れに 伴 っ て 国際間の物,役
務,資 金 に関わ る権 利変動が発生す る`57)。この うち,資 金援助 の 手段又
は 方法 としては,① 現金又は金を用 い る方法 と,② 外国為替を用い る方法
の二つがあ るが,一 般的 には後者の方法が とられてい る。
わが国 と外国 との間の国際取引(物 ・役務 ・資金の移動)を 包括的 に規
律す るため の基 本法 として 「外国為替お よび外国貿易管理法」(昭和24年
法律228号,以 下 「外為法」 と略記す る)が あ り,同 法所定の諸 々の取引
規制 を実施 するための実体 法規 と しては,支 払いや資本取引,役 務取 引に
つ き 「外 国為替 管理令」(昭和55年 政令260号,以 下 「外為令」 と略 記す
る),対内直接投資 等につ き 「対内直接投 資等に関す る政令」(昭和55年政
令261号),貨物の輸出につ き 「輸 出貿易管理令」(昭和24年政 令378号,以
下 「輸 出令」 と略記す る)が それぞれ制定 され,「 為替」 と 「輸出」 に関





























































薩 出墜 劃一蝸 壁険≧施行司










(注)「対 内直接投資等に関する政令 」を除 く
椎 名道成r貿 易手続全解』(27版・1983年)8～9頁を参考に作成
ところで,こ れ らの諸法令に よる諸 々の取引規制につ いては,既 に 「資
金協力」 と 「技術協力」 の関係箇所 においてあ る程度 言及 した ところであ
るが,こ こでは,貿 易外支払いに関わ る外 国為替管理 と貿易(輸 出)に 関




外為法は,基 本的には国際取 引 自由の原則 を とって い る(同 法1条)。
と くに,海 外か らの 資金 の受領 あ るいはその原因 となる行為については,
それ が適正 な対価 を確保す る限 りにお いて可能な限 り自由な取引に まかせ
てい る。 これに対 し,海 外 への支払 いあ るいは支払い義務を負 うよ うな行
為 については,原 則 としてす べて資 本逃避 防止のための 「確認」手続 を課
してい る`58'。外為法 の規制対象行為は,次 の よ うな 「特定の取引」 と 「特
定 の決済方 法」の二つ であ る。
まず,「特定 の取 引」 には,
① 対外的支払い(同 法16条)
② 対外的債権債務 の発生 ・変更 ・消滅 ・弁済 ・移転その他 これに係わ
る処分(同 法20条1項1号 ～4号)
③ 資本の国際的移動 を伴 う証券お よび不動産 取引(同 法20条1項5号
～8号)
④ 居住者 と非居住 者との間の役務提供契約(同 法25条)
⑤ 支払 手段等 の輸 出(法 ユ8条)
の5種 類があ る。
次に,「特 定の決済方法」す なわ ち 「特殊 決済方法」 につ いてみ て み よ
う。かつては,「標準決済方法 に関す る省令」(昭和37年大蔵省令63号,最
終改 正昭和46年大 蔵省令35号)におい て輸 出,貿 易外支払いに関す る 「標
準決 済方法」 が明定 され,当 該 「標準決済方法」以外の方法です る決済 の
全 てを主務 大臣の 「許可」に関わ らしめ ていた。現行法は,こ れ と は 逆
に,「特定 の決済方法」(法文上 は 「特殊 な方法に よる決済」 と規定 されて
い る)を 定め(外 為 法17条,為 替令7条,「 特殊決済方法に関す る省令」
(昭和55年大蔵 省令48号)),原則 としてか か る決済方法 に よる場合にのみ
主務大臣の 「許可」 を要する ことと した。「許可」 を要す る決済方法 を 限
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定 列挙す ることに よ り,取 引の 自由の範囲を拡大す るため の法改正であ っ
た といえ る。そ こで,為 替令に いわゆ る 「特殊決済方法」をみ る と,
① 勘定 の貸記又は借記に よ り決済す る方法(為 替令7条1項1号)
② 特殊な決済方法 として大蔵大臣が定め る期間 に該 当す る期間に決済
す る方法(同2号)
③ 居住者 と非居 住者 との間 の債権債務の決済 の方法が特殊 であ る とし
て大蔵大臣 の定 め る方法(同3号)
の3種 類 の方 法があ る(な お③ の 「方法」 につ いては,前 記 の 「特殊決済
方法 に関す る省令」 に 「輸 入」を除いて総計15種類 の方法が規定 され てい
る)。 もっ とも,前 記 の 「特定の取引」契約 それ 自体に 「既 に許可がな さ
れ ている場合に は,仮 にそ の決 済 方 法 が この 「特 殊 決 済 方 法」 であ って
も,当 該決済 方法を含めて既に包括的 な 「許可」が なされ た もの とみ る こ
とができ るため,改 めて決済方法 について の 「許可」 を得 る ことを要 しな
い ことにな ってい る(為 替令7条2項)。 なお,大 蔵大臣は,「国際経済 の
事情 に急激 な変化 があ った場合 において,緊 急 の必要が ある と 認 め る と
き」は,外 為 令所定 の要件の下 で,取 引 の 「非常停 止」を 命 じた り,前 述
した よ うに,国 内外の外交 ・経済等へ の諸 々の影 響を考慮 して,取 引内容
の 「変 更」又は取 引の 「中 止」を 「勧告」す る ことが できる(同23条)。
ところで,経 済協力 のための政府機関 の 「取 引」 につ いては,政 令 の定
め るところに よ り,外 為法上の 当該規制は適用 され ない ことにな ってい る
(外為法66条)。す なわ ち,大 蔵 大臣が 「外国為替資金特別会計法」(昭和
26年法律56号)の規定 に基 づいて行 う 「取引 等」の行為 につ いては,外 為
法,為 替令上の規制が適用 されな い(為 替 令22条)。また,と くに,わ が
国政府,世 銀等に よる贈与又は借 款資金,お よび国連の付属機関 もし くは
軍隊又は米国の対外援助 機関 もし くは支 出金 に よ り輸出貨 物代 金の全部を
受領す る場 合に も外為法,為 替令上 の規制が適 用 されない ことにな ってい
る(特 殊決済方法に関す る省令3条,別 表1第1号)。
為替管理に関わ る行政機関は大蔵省 と通産 省であ る が(外 為法69条 の
209
3,「外 国為替お よび 外国貿易管理法におけ る 主務大臣を定め る政令」1
～5条 参照),管理 に機動性 と弾 力性を もたせ るため との 理由で 事務 の一
部委任方式 を採用 し(外 為法69条1項),銀 行主義すなわち,外 国為替公




外為法は,外 国貿易につ いて 「(前略)外 国貿易 その他 の 対外取 引が 自
由に行われ ることを基本 とし,(中 略)必 要最小限の 管理又は調整を行 う
(後略)」とい う基本的立場 に立脚 してい るが(同 法1条),と くに輸出に
ついては 「必 要最小限の制 限の下に,許 容 され る もの とす る。」 と規定 し
(同法47条)原則 自由の立場に立 ってい る。 そ して,同 法 にいわゆ る 「必
要最小限の制限」すなわち通産 大臣に よる輸出承認 を必要 と す る 輸 出と
は,① 「特定の種類 の貨物であ って 特定 の地域 を 仕 向地 とす る輸出」,②
「特定の契約に よる輸出」,③ 「r特定 の支払方法』 す なわち,r特 殊決済
方法』に よる輸出」 の3種 類をい う(同 法48条)。なお,輸 出承認 には,
貨物 の輸 出行為そ の ものについての 「許可」(輸 出令上の規制)と 輸 出代
金 の決済方法につ いての 「許可」(為 替令上 の規制)の 二つを必要 とす る
のであ るが,前 者の 「許可」を得 た輸 出については,原 則 として改 めて後
者の 「許可」 を要 しない ことになってい る(59)。
次に,通 産大 臣の書面 に よる承認 を必要 とす る貨物の輸出又は決済 方法
については,下 記に掲 げる① ～③ の三種類 があ る(輸 出令1条)。
① 「特定 種類 の貨物 の 特定地域へ の輸 出」(同 令1条1項1号,別 表
1)
「貨物」 については,⑦ 戦略物資,④ 国内需要上制限を要す る物資,
◎ 仕向地 で輸入制限又は関税 の引上 げをひき起 こすおそれ の あ る 物
資,◎ 過 当競 争をひ き起 こす物資,㊥ 国連決議に定め られた物資,◎
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輸 出禁制品 な ど168品目(1982年1月現 在)
「地 域」 については,全 地域,甲 地域,乙 地域 の別があ り,そ れぞれ
対象物資毎に表示 され てい る。 従 って,全 地域 を指定 され ていない物
資 については,該 当地域(甲 か 乙)以 外 の地域 には輸出可能 であ る。
② 「特定 の契約 に基 づ く輸出」(同2号)
この契約 には,⑦ 委託加工貿 易契約 と,④ 委 託販売貿 易契約の2種
類 があ る。
③ 「特殊 決済 方法 に よる輸出」(同3号)
ここにいわゆ る 「特殊 決済方 法」 とは,前 述 した とお りであ る。 輸
出の特殊決済方法 とは,具 体的 には,例 えば,⑦ 勘定 の貸借記(交 互
計 算方法に よって決済す る方法),④ 前受金,◎ 後払い,◎ 相殺契約
に基づ く相殺,㊥ ため払 い,㊥ 特定 の繊維 ・繊維制品 ・雑 貨の後払 い
な どがある(60)。
上記 の三種 の輸 出の場 合には,次 に述べ る 「輸 出特例」に該 当 しない 限
り,仮 に その貨物が輸 出 自由品 日であ って も,原 則 として大蔵 大臣の 「同
意」を得 た通産大臣の輸 出承認が必要 とされ る の で あ る(輸 出令1条3
項)。 もっと も,こ の大蔵大臣に よる 「同意」につい ては,資 本逃避 の特
段 のおそれがない場合(商 慣 習 として定型化 してい る場合な ど)に は,事
前に包括的 「同意」がな されてい るもの として,通 産大臣のみの 輸出承認
を得れば よい ことにな ってい る。政府 ベ ースの経済協力に関す る輸 出を と
りあげ ると,次 の場 合が これに該当す る(6D。
① 特定の賠 償協定 に基づ く輸出
② 経 済お よび技術 協力協定 に基づ く輸出
③ 政府 の特定 の延払 信用供 与に関す る交換 公文に基づ く輸出
④ 特定 の円借款協定(又 は交換公文)に 基 づ く輸出
⑤ 特定 の二国間贈 与協定(又 は交換公文)に 基づ く輸出
⑥ 無為替輸 出
なお,通 産大臣は,「 特 に緊急 の必 要があ る と認 め るとき」 は輸 出令の
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定め る ところに よ り輸出のため の船積 みを差 し止めた り(外 為法51条),
外為法 に基づ く命令又は処分に違反 した者に対 して行政 罰が科せ られ るほ
か,制 裁 として1年 以内 の 輸 出業務 の 禁止を命ず ることが で きる(同53
条)。
(イ)輪 出特例
次に該 当す る貨物の輸出については,通 産 大臣の輸出承認 を必 要 としな
い(輸 出令4条)。
① 仮陸揚 貨物(同1項1号)
② 輸 出令別表第2に 掲げ る貨物(同2号)
例 えぽ,無 償の救援物資,外 国の元首 ・大使 ・公使お よび これ に準
ず る者に属す る物,外 国の公的機関に友好を 目的 として寄贈 され る物
そ の他12品目があ る。
③ 出国者の携帯貨物お よび別送貨物(同3号)
このほかに も 「輸 出特例」の取 り扱いを受け る場合があ る(同 令12条)。
① 通産大 臣が貨物 を輸 出 しようとす るとき
JICAが無償 資金協 力 として資機材等を供 与す るために輸出 しよ う
とす る場合 などが これに該 当す る。
② 「日米安保条約 に基づ く地 位協定の実施に伴 う為替令 等の特例に関
す る政令」第9条 の規定 に該当す るとき
③ 「日本におけ る国連軍 の地位 に関す る協定 の実施 に伴 う為 替令等の
特例に関す る政令」第3条 の規定 に該当する とき
④ 対外支払手段に よる決 済が不要 ないわゆ る 「無為替輸出」 で あ っ
て,「標 準決済方法」 とされてい るもの(「特殊決済方法 に 関 す る 省
令」第3条 別表第1の1号)
す なわち,「日本国政府(中 略)と 外国の政府,政 府機関又は 地 方
公共 団体 との間 の贈与又は借款に関す る取 決めに基づ き供 与 された資
金 に よ り決済 され る輸 出の場合 であって,そ の輸 出貨物代金 の全部を
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当該資金に よ り受 領す る方法」 が これ に該当す る。
(ウ)そ の他の輸出規制
輸 出業者に よる 「不公 正な輸 出取引」 を禁止 して輸出取 引秩序 を確立す
るための規制(輸 出入取 引法1条),輸 出品 の デザ インの 登録や認定,商
標の認定等を行いそ の模倣を 防止す る た め の 規制(輸 出品 デザ イン法1
条),輸 出品 の検査を行い品質の維持 ・向上 を 図 るための 規制(輸 出品検
査 法1条)な どがあ る。
6.経 済協力行政と公法学一 結びにかえて一
(1)序
す でにみて きた通 り,経 済 協力に関わ る法制度 は きわ めて複雑であ る。
しか も,そ の 「実態面 を構成 す るものは,フ ローさせた資金 をも とに行 な
わ れ る財 ・役務 調達のための取 引にほか な らない。 その限 りでは,開 発協
力は資金供与国の民間輸 出老,企 業家に よる商取 引活動が基 礎にな ってお
り,開 発協 力に固有の取 引形態が存在す るわけ では ない。 したが って,開
発協力法 とい った よ うな単一 の統合法 が存在 す るのではな く,国 際取引お
よび国 内取引に関す る国際法 と国内法が基礎 になる。」 「行為 主体 を み る
と,国 際機関,国 家,政 府機関,政 府 関係機 関,会 社,個 人な どが考え ら
れ,協 定ない し契約 の当事 者は 複雑 に入 り組 ん で い る。」(62)(傍点筆者)
のであ る。 このために,当 該法 分野の 当初 の研究には相当 の困難が予想 さ
れた であろ うが,「国際」 「取引」 とい う実態面 に着 目す る ことに よって,
「国際法学」 と 「経 済法学」の相方か ら研究が 開始 され て今 日に至 ってい
る(「国際経 済法」)。た しかに,経 済協 力に関わ る国際取引 行為 が,契 約 当
事 者間の権利 義務に 関す る紛争 に とどまる限 りにおいては,か か る法学的
ア プローチは きわめ て重 要且つ有用 であ ることは 否定 しえないであ ろ う。
ところが,か か る国際取引行 為に よって,被 援助 国に 「開発 独裁」 「環
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境破壊」 「人権侵 害」 を惹 き起 こしている との批判がな され るに及 んで,
「民主主義」 と 「人権」 に関わ る問題の極面が大 き くクローズア ップされ
ることにな ったのであ る。そ して,と くにわ が国 の政府 開発援助につ いて
は,か か る問題を惹 き起 こす主要 な原因 のひ とつが,「法 に よる規制 が 全
くない」 「手続 を規 律す る法律が 日本には全 く存在 しない」㈹ ことにあ る
とも指摘 され てい るのであ る。筆者は,本 稿 において,経 済 協力に関わ る
行政法規 のほぼ全てにわた り,そ の具体的規定 に即 して この ことを明 らか
に しよ うとしたの であ る。
そ こで,最 後に,経 済協力行政 をめ ぐる公法学 の課 題についてま とめて
お くことに したい。
(2)経済協力行政 と公法学の課題(64'
既 にみて きた よ うに,政 府は,政 府開 発援助 の実施 に関わ って,交 換公
文 の 「締結」,借款契約 の 「承認」,輸出の 「許可」,国際機 関への 「拠 出,
出資」等,そ の法的 性質はそれぞれ異な るものの,各 種の決定を行 う権限
を付与 され てい る。 これ らは,広 義 の 「外交関係の処理」(憲法73条2号)
に属す るもの といえ る。か くて,こ こでは,ま ず最初に,「外 交 権」 また
は 「対外権」の行使が,国 際 法規や 日本国憲法の諸規定 に 照 ら して,「民
主主義」的 諸制度 や,「人権」 「平和」 を破壊 ・侵害す るこ とを禁止 されて
い る と同時 に,む しろ これ らを確保 し実現す るために こそ この権限を行使
しなけれぽ な らない積 極的行為(作 為)義 務を負 ってい るこ とを論証す る
ことが課 題 とされ よ う(65)。
次 に,行 政法学 におけ る課題につ いてみ てお こ う。 まず,行 政組織法 の
分野 では事務配分や権限 の委任 ・代理 問題 の一事 例 として,さ らには特殊
行政組織 の在 り方 の問題 として分析す る ことができる。行政作用法 の分野
では,行 為形 式の分類 を用 いて,各 種 行為の性 質を分析す ることができ よ
う。 ところが,こ れ までみて きた経済協力に関わ る行為は,例 えぽ交換公
文 の 「締結」 は行政法学上は行政主体相互間又は行政主体 と私人間の 「契
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約」 であ り,せ いぜい 「行政契約」 に,さ らには これを規律す る行政法 規
が実体的要件 をほ とん ど有 していない現状にあ っては,「私経済上 の契約」
に分類せ ざるを えないで あろ うし,「ガイ ドライン」や 「指 針」は,強 い
て分類す る とすれば行政計画中の 「非拘束的計画」か または 「行政指導」
に しか該 当 しえない といえ よ う。かか る行為は,通 説 と判例に より,行 政
救済法 にお いて 「処分性」を否定 され るため,こ こでは法 治主義が十分に
は貫徹 され ない ことにな る。 また,経 済 協力に関わ る 「為 替」 と 「輸 出」
につ いては,「勧告 」等の 「行政指導」を除いて,「承認」 「許可」「処分」
とい った文書 が用い られ てい ることや その行為の性質,さ らには不服 申立
ての規定(外 為法56条)等か らみて作用法中の 「行政行為」 に該当す る こ
とは疑 いな いが,権 限 の行使 ・不行使(処 分 ・不作為)に 関わ る実体 要件
には 「国際金融 市場へ の影響」 「国際的信用を失 う」「経済 の円滑 な運営 へ
の悪影響」 とい った不確定概念や,「特に緊急 の必要があ ると認 める とき」
とい った 「要急 規定」 に よってお り,ほ とん ど全 てがいわゆ る 「自由裁量
処分」 と認 め ざるを得ず,事 柄 の性質上,裁 量権 の輸越 ・濫 用を立証す る
こ ともきわ めて困難 であ る(66)。
そ こで問題 は,「行 政契約」 又は 「私法上 の契約」 として構成せ ざ る を
えない 前者のいわゆ る 「資金交 付行政」について,い わゆ る 「根拠規範」
を必要 とす るか否か であ る。法律の留保理論におけ るわが国 の通説 と実務
はいわゆ る侵害保留説に よってお り,実 定制度 もまたかか る説 に よって よ
く説 明 し うるのであるが㈹,「 経済お よび技術 協力 のための必要 な物 品等
の外 国政府 等に対す る譲 与等に関す る法律」(昭和35年法 律23号)一 こ
の法律はわ ずか1箇 条 しか もたない一 といわゆ る 「交換公文」 だけ で開
発援助行政を行い うることは,ほ とん ど 「根 拠規範」がないに等 しい とい
い うるであ ろ う。 このため救済法の分野においては,実 定 制度の下では,
日本 の国民や被援助 国の国民が異議 申立 てや訴訟を提起す ることは きわめ
て困難 であ る(68'。
この ようにみて くると,現 行制度を前提 として行政法解釈学においてか
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か る経済協 力行政 の分 野に 「法の支配」 を実現す ることはほ とん ど不可能
であ ることが知 られ よ う。
そ こで,今 後 の課題 としては,前 述 した国際人権法学や憲法学 に よる理
論 化の成果 をふ まえつつ,「 人権」や 「環境」 を も実体要件 として考慮す
べ きことを義務 づけ る 「経 済協力関係法」(仮 称)等 の立法を検 討すべ き
ではなかろ うか。 その際 には,こ れ らへの配慮を義務づけ,環 境保 護団体
や人権NGOな どが訴訟を提起 できるいわゆ る 客観訴訟的 な制度 を 必置
す る必要があ るが,ア メ リカの 「海外援 助法」(ForeignAidAct)やヨ
ーロ ッパ(EC)のODA法 な どの比較 法的研究の成果 も貴重な検 討資料
とな るであろ う㈹ 。
(1)外 務省監修8経 済協 力参加へ の手引 き』国際協力推進協会 ・1980年,7頁。
(2)外 務省経済協力局 ・経済協 力研究会編r経 済協力の理念一 政府 開発援助
は なぜ 行 うのか』 国際 協力推進 協会 ・1981年,3頁。
(3)通 商産業省r経 済 協力の現状 と問題点』通商産業調査会 ・1981年,10～17
頁か ら要約。 なお,r同』1991年く平成3年 〉版は,「 人道的配慮」 「相互依
存関係の認識」 とい う普遍的理念を再確認 した うえで,90年代の課題を,①
円滑な資金還流の確保,② 発展途上国の市場獲得努力への支援,③ 発展途上
国に よる環境 問題 への取組みに対す る支援の三点にまとめている。130～133
頁参照。
(4)例 えば,鷲 見一夫rODA援 助の現実』岩波新書 ・1989年,藤林泰rP・ODA
=政 府開発援助』 とい うビジネス」法 セ1990年3月号62頁,鷲見一夫 「ODA
の受益者は誰なのか」法 セ1992年2月号16頁な ど。
(5)例 えぽ,AlainPellet,LeDroitinternationaldud6veloppement,Co1・
lectionQUEsAIS-JE?N。1731,2e6d.,1987.アラソ ・ペ レ・小谷鶴次 ・
桑原輝路 ・川崎恭治 ・西谷元共訳 『開発国際法』 白水社 ・1989年な ど。
(6)例 えば,平 覚 「開発 と人権一 人権 としての発展の権利を中心 として」高
野雄 一・宮崎繁樹 ・斎藤恵彦編 『国際 人権法入門』三省堂 ・1983年,350頁
以下,川 眞 田寿 壽子 「人権 としての発展の権利一一その意義 と将来」宮崎繁
樹編r現 代国際人権の課題』三 省堂 ・1988年,81頁以下 など参照。
(7)拙 稿 「国際社会化 と人権」憲法理論研究会編r現 代の憲法理論』敬文堂 ・
1990年,325～326頁。同様の指摘は,江 橋崇 「人権の国際化一 国際人権法
か らの問題提起を どう受け とめるか」法時91巻1号(1989年)101頁以下,同
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「人権外交の憲法理論」宮崎繁樹 編r現 代国際人権 の 課題』 三省堂 ・1988
年,221頁以下参照。
(8)そ の最近の理論状況につ いては,塩 野宏 『行政法1』 有斐閣 ・1991年,54
頁以下とそこに挙げ られた文献を参照 されたい。
(9)も っとも,フラ ンスにおい ては,公法学 者に よるこの分野の研究 もすでに刊
行 され ているようであ る。例 えば,FrangoisLuchaire,L'aideauPaysdu
sous・d6velopPement,collectionQuEsAIS-JE?No1227.1。6d.,1966.
但 し,本 稿においては参照 しえなか った。
(10)現行の経済協力行政の制度それ 自体の客観 的叙述の部分については,昭 和
56年に(財)新 エ ネルギー財団の委託調査研究 として(財)政 策科学研究所が
行 ったr新 エネル ギーの産業,運 輸利用時 の諸阻害要因及び促進要因(法 制
面 ・環境面等)の 問題点 の解析 とその解決方策の 試行調査研究』(調 査研究
メンバーは次 のとお りであ る〈肩書は当時 〉。笠井章弘(同 研究所理事長),
藤 原淳一郎(慶 応義塾 大学法学部助教授く行政法,エ ネルギー法〉),筆者,
妹尾雅夫(早 稲 田大学大学 院政治学研究科博土課程 く行政法〉,伊 藤勝,義
村利秋(い ず れ も 同研究所主 任研究員),金 田聡 子(同 研究所助手))の う
ち,筆 者の調査研究 ・執筆部分(322-360頁)を基 とし,こ れに今 日までの
制度の変更や データの改訂 を うけて加筆訂正を行 ったほか,次 章の考察 との
関わ りで,新 た な文献 をもとに若干 の問題点の指摘 を行った ことをお断 りし
ておきたい。
(11)鹿島平和研究所編r日 本 の 経 済協力(対 外経済協力体系第5巻)』 鹿島研
究所 出版会 ・1973年,26頁。
(12)同上 ・55-56頁。
(13)最近の最 も注 目され る意 見具 申としては,1991年3月26日の,「開発 プロ
ジェク トの実 施に際 して環境保全への配慮 の強化を求めた」意見があ る。そ
の要旨については,前 掲注(3}<1991年版>118頁参照。
(14)これ らの諸機関の具体的 な業務内容や活動 状 況 等 に つ い て は,前 掲注{3)
〈1991年版>231-280頁参照。
(15)金沢良雄 ・桜 井雅 夫編rわ が国におけ る国際経済協力関係法の調査研究状




(18)わが国の経済協力が,戦 争か ら生 じたアジア諸国の賠償請求権 に 対 す る
「賠償」 によって開始 され た ことは,「 賠償」 と 「協力」 の性 格を不明確に
す る原因のひ とつであ った と思われる。 こ の こ とは,今 日に至 ってなお,
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「賠償」を 「経済協力」の枠組の中に位 置づけていることと,国 家間の協定
に よる処理 とは別に,改 めて アジア諸国において 日本へ の戦後補償を求める
動 きが高 まってい る(例 えば,朝 日新 聞1992年1月4日朝刊)こ とが無関係
でない こと一 すなわち,「賠償」問題の不十分な解決が,「経済協力」への
批判 を惹 き起 こす と同時に,「 経済協 力」 の現実の在 り方が 「賠償」問題を
再提起 させ ること一 を示 しているのではなかろ うか。
(19)前掲注(1)・20-29頁。
(20)前掲注(3)・1991年版 ・27頁。
(21)このく指針〉は,1991年9月に軍事 クーデターボ起 きたハ イチに対 してユ0
月に適用 された(朝 日新 聞1991年1月4日朝刊)。
(22)朝日新 聞1991年12月4日,13日各朝刊な ど参照。
(23)総務庁行政監察局rODA(政 府 開発援助)の 現状 と課題1,ll』大蔵省印




(25)「グラン ト・エ レ メ ン ト」 とは,DACの 決定 し た 借款 の 条件緩和度
(Softness)を計る技術的指標であ り,商 業ベース(金 利10%と仮定)の 借款
を グラソ ト・エ レメン ト0%と し,条 件(金 利,返 済期 間)が 緩和 され るに
従 ってGEの%が 高 くな り,贈 与の場合は100%とい うことにな る。ODA
として カウン トされ るGEは25%以 上 のものであるが,具 体例 としては,







(31)国際機 関の リス トについては,桜 井雅夫r国 際開発協力の 仕組 み と 法』
三省堂 ・1985年,214～218頁参照。
(32)同上 ・219頁。
(33)鹿島平和研究所r経 済協 力の形態(対 外経済協力体系3)』鹿島研究所出版
会 ・1973年,33頁。
(34)椎名道成r貿 易手続全解』貿易弘報社 ・1972年,415～417頁。












(46)政府ベ ースの技術協力の うち,「研修生の受入れ」 と 「専門家 の 派遣」に
つ いてはJICAに よるもののほかに,政 府の委託 を受け てなされ る(財)日
本生産性本部及び(財)海外技術者研修協会 によるもの と,政 府 の拠出金 に基
づ く(財)海外技術者研修協会及び(財)国 際開 発セ ンターによるものが含 ま
れ る。前掲注(3|<1991年版>165～175頁参照。
(47)事業団の業務の種 類が きわめて多様 なのは,同 事業団が海外技術協力事業
団 と海外移 住事業団 とい う既 存の二つの事業団を統合す るとともに,通 産省
所管の(財)海 外貿易開発協会の業務の一 部と農水省所管の(財)海 外農業開
発財団のす べての業務を承継することに よって設立 された経緯に由来す る も
のであ る。
(48)外国人登録375号4頁以下,376号13頁以下。









(57)桜井雅夫は,「 本来,開 発援助の実体面を構成す るものは,輸 出された資
本をもとに行 なわれ る,財 ・役務調達 のための取 引にほかならない。その限
りでは,開 発援助は資本輸出国の民間輸出者,企 業家に よる商取引活動が基
礎 になってお り,開 発援助 とい う特別 の取 引形態 が別に存在す るわけでは な










(64)国際人権法か らの問題分析については既に指摘 したが,こ こではさらに,
TheoC.vanBoven,Democracy,HumanRightsandSolidarity.テォ・
ヴァン ・ボーヴェン ・阿部浩己訳 「民主主義,人 権そして連帯」法 時60巻12
号(1988年)12頁以下 と くに15-16頁参照。 また と くに,地 域的人権 保障機
構(条約)の果たす 重要な役 割を評価す るな らば,ア ジア地域において もかか
る制度 を構想 しなければな らないであろ う。その現状 と課題については,山
崎公士 「アジア地域におけ る人権保障体制」前掲注(7)r現代国際人権の課
題』所収159頁以下参照。
(65)前掲注(7)において,筆 者 もすでに この問題にふれ,簡 潔ではあるが一応
の論理を提示 しておいた。
また,国 際法学か らのア ブP一 チであるが,ODAの 「公 共 性」に つ い
て,「国家的 ・特権的公共性」 と 「市民的 ・生存権的公共性」を対置 し て 分
析する,松 井芳郎 「ODAに おける公共性」室井力他編r現 代国家の公共性
分析』 日本評論社 ・1990年,289頁以下参照 。
(66)下級審であるが,外 為法及 び 輸出令上 の 「輸 出承認処分」 の性質に つ い
て,原 告の 「認可」の 」三張 を退け,こ れ を 「許可」 と判示 した裁判例 があ
る。 なお,同 判決は,第 三者たる船舶の仮差押債権者は 当該輸出承認処分の
取 消しを求める訴 えの利 益を有しない と判示 した。東地判昭53・6・14行裁
例集29巻6号1121頁。
(67)塩野宏 「資金交付行政 の法律問題一一 資金交付行政 と法律の根拠」 同r行
政過程 とその統制』 有斐閣 ・1989年,35頁以下。 この論文 では 「経済協力行
政」は取 り扱われ ていないが,1資 金交付行政」 に関す る根本的問題 を鋭 く
え ぐ り出した研究 として必読文献であ り,本 稿の問題意識を育 むにあた って
多大の教示を得たことを付記 しておかねばな らない。
(68)小島延 夫 「ODA法,何 が問題か」法セ1991年4月号68頁。
(69)同上,上 柳 敏郎 「米国ODA法 と環境保護J法 セ1991年5月号62頁,須
網隆夫 「ECのODA法 と環境保護」 同6月 号66頁など。
???
?
本稿の最終校正の段階で,この問題を財政や実態の側面から批判的に検討す
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る,日本財政法学会編r政 府開発援助問題の検討』学陽書房,
とを付記しておきたい。
が刊行されたこ
